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人口規模別自治体数（市区町村:政令指定都市を除く）:平成２７年１月１日時点

人口１万人未満・・・・・・・・・・・４９０自治体 姫島村（1,957人）、九重町（9,429人）

１万人以上２万人未満・・・・・・２９３自治体 玖珠町（15,592人）、津久見市（17,549人）

２万人以上３万人未満・・・・・・１５９自治体 竹田市（21,850人）、豊後高田市（22,692人）
日出町（28,088人）、国東市（28,215人）
杵築市（29,807人）

３万人以上５万人未満・・・・・・２４１自治体 由布市（33,957人）、豊後大野市（36,077人）
臼杵市（38,314人）

５万人以上７万５千人未満・・・・１７６自治体 宇佐市（55,723人）、日田市（65,722人）
佐伯市（71,113人）

７万５千人以上１０万人未満・・・・９４自治体 中津市（83,658人）

１０万人以上１５万人未満・・・・１０６自治体 別府市（121,305人）

１５万人以上２０万人未満・・・・・４８自治体 なし

２０万人以上３０万人未満・・・・・５０自治体 なし

３０万人以上・・・・・・・・・・・６４自治体 大分市（478,586人）

全 国 大分県

1,721自治体 １８市町村

おおいた子ども・子育て応援プラン（第３期計画）
～子育て満足度日本一を目指して～

大分県:平成２７年３月 より引用
http://www.pref.oita.jp/uploaded/life/1047540_1360940_misc.pdf

３

４
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大分県２次医療圏
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① 第１子で育児における不安やケアの在り方を母親が相談でき
る人がいない事例

② マタニティブルーズや産後うつ病、その他の精神病、自殺願望
が強い、摂食障害や被虐待体験のサバイバーや加療中の事例

③ 母親の体調不良、物質依存、懲役、低年齢出産や生活困窮、
片親家族における養育者の突然の死亡、DVに伴うネグレクトや
心理的虐待を中心とした虐待を受けている事例

④ 派遣会社などによる出向で生活中、突然解雇になり車内や路
上生活になった事例（急増中）

⑤ 性的虐待で子どもが状態を開示することにより、急な保護が必
要となった事例：現時点では、一時保護所や児童養護施設に措
置されることが多く、二次的被害のため、性的虐待の可能性があ
っても自宅に戻ることを希望する子どもが多い

市町村における社会的養護の対象となる親子の状況

井上登生（2007）里親と子ども:２:148-149

① わが国の社会的養護に欠ける子どものケアにおいて重要な役割を担っ
てきた乳児院・児童養護施設（小規模施設／中・大舎施設）自立支援施

設との棲み分け（虐待を受けてきた子どもにとって最も有用な環境はどこか？）

② 里親と上記施設あるいは里親間の連携（緊急一時保護やレスパイトな
どでのスムースな連携）

③ ケースを通して里親としてのスーパーバイズを受けられる安定した環
境作り

④ 要保護児童対策地域協議会を中心とした市町村ネットワークとの連携
：現時点では児童相談所との関係が主で市町村との連携はほとんど無い
に等しい

⑤ 地域（保育所・幼稚園・学校・地域子育て支援センター・民生委員・
主任児童委員・小児科など）との連携、など子どもの生活を中心とした
エリアにおける子どもの見守りや支援、地域におけるケア・システムの
構築が必要と考える。

現在、子ども虐待の通告を受ける一次機関が市町村における要保護児童対策地域
協議会となり、里親の対象になりやすい事例は、ほとんど市町村が扱うことが増え
ている。エリアとして各県における教育事務所ごとの管轄エリアで連携を進めるの
が有効と考える。

市町村を中心とした里親制度の課題

井上登生（2007）里親と子ども:２:148-149
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児童家庭支援センター
①別府市（光の園）里親支援
②中津市（和;やわらぎ）

児童自立支援施設１ヵ所
自立援助ホーム １ヵ所
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平成29年４月１日現在 平成29年度里親制度の概要より

児童家庭支援センター
①別府市（光の園）里親支援
②中津市（和;やわらぎ）
③大分市（ゆずりは）
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乳児院の将来ビジョン検討委員会報告書
全乳協（平成２４年９月）

乳児院将来ビジョンフロー図 法的（必須）義務事項
①一時保護所機能
②専門的養育機能
③親子関係養育機能
④再出発支援機能
⑤アフターケア機能

選択機能
⑥地域子育て支援機能

展開に即した
アセスメントの充実
:包括的アセスメント

平田会⾧基調報告:「養育の資質向上にむけた近年の本会の取り組み」より

26
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11ページ
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家庭養育原則に向けた乳児院に求めら れる機能

0
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数
値

軸

0

5 0 0

1 ,0 0 0

1 ,5 0 0

2 ,0 0 0

年齢

0 1 2 3 4 5 6
措置入所児童が減少 

→機能転換・ 多機能化

★ケアニーズが非常に高い乳児の養育 

★家庭復帰に向けた親子関係再構築支援 

★乳幼児および親子関係に関する アセスメ ント  

★障害等の特別なケアを 必要と する子ども のア 

セスメ ント 、 それに基づく 里親委託準備 

★フ ォスタ リ ング機関 

★親子関係改善への通所指導 

★ショ ート ステイ 枠 

★産前産後を 中心と し た親子入所支援

施設ケアは家庭養育実現ま

での一時的経過的対応 

藤林委員作成
30
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2017. 8　子ども虐待医学

■はじめに

子ども虐待の対応は、｢早期発見→保護｣ から ｢予
防｣ の時代に入った。1994年に「子どもの権利条約」
を批准したわが国では、2004年に改正施行された児
童虐待防止法（平成16年児童虐待防止法改正法）に
て第1条「目的」に「予防」が付け加えられた。子ど
もの命を救うために親権を争っても介入する介入型対
応から、早期発見・早期支援により重篤な虐待にいた
る前に親子の困りに寄り添い支援する予防介入の時代
に入り、虐待への介入というよりも、子育てがうまく
いかない養育者を支援するという概念が主流となって
きた1）。
本稿では、人口約8万5千人、年間出生数820人前

後の小規模市町村における子ども虐待予防活動を、後
述する平成28年児童福祉法等改正法の基本理念を、
平成16年児童虐待防止法改正法の施行以後から不十
分ではあるができるだけ反映する努力を続けてきた中
で、2015年11月30日に塩崎恭久厚生労働大臣や厚生
労働省虐待対策室長らに視察していただいた大分県中
津市の現状を報告する。地方自治体の
ポピュレーションアプローチとして展
開されている母子保健活動や子育て支
援活動に、精神科医、産科医、小児科
医などを中心とした医療関係者が地域
の保健師や児童福祉担当、学校関係者
などと共同していくことの重要性を改
めて本学会員と共有するために具体的
な実践状況を紹介する。
以後、中津市の母子保健を担当して

いる地域医療対策課について本稿で述
べ、第Ⅱ稿で要保護児童対策地域協議
会（以後、要対協）のある子育て支援
課、ならびに児童家庭福祉センター
「和；やわらぎ」が併設されている児
童養護施設清浄園のそれぞれの担当の
報告にもとづき述べる。

総　説

小規模市町村における子ども虐待予防活動
大分県中津市における取り組み

Ⅰ：母子保健・医療編
医療法人井上小児科医院1）、大分県中津市地域医療対策課保健師2）

井上　登生1）、高橋　絵美2）

■平成28年児童福祉法等改正法について 2）

2016年に成立した児童福祉法等の一部を改正する
法律（平成28年法律第63号；以下「平成28年児童福
祉法等改正法」という）において、わが国でも児童の
権利保障が初めて明文化され、児童の保護者は児童を
心身ともに健やかに育成することについて第一義的責
任を負うこと、国及び地方公共団体は児童の保護者と
ともに児童を心身ともに健やかに育成する責任を負う
こととなった。
図１のように、平成28年児童福祉法等改正法にお
いて、すべての子どもが健全に育成され、児童虐待に
ついて発生予防から自立支援までの一連の対策の更な
る強化等を図るため、児童福祉法の理念を明確化する
とともに、子育て世代包括支援センター（母子健康包
括支援センター）の法定化、市町村（特別区を含む）
および児童相談所の体制の強化、里親委託の推進等の
措置を講ずることが盛り込まれた。
このうち、児童福祉法の理念規定は、昭和22年の
制定当時から見直されておらず、子どもが権利の主体

平成28年５⽉27⽇成⽴・６⽉３⽇公布

図1　児童福祉法等の一部を改正する法律（平成28年法律第63号）の概要

21
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であること、子どもの最善の利益が優先されること等
が明確でなかったため、子どもは、適切な養育を受
け、健やかな成長・発達や自立が図られること等を保
障される権利を有することを総則の冒頭（第1条）に
位置付け、その上で、国民、保護者、国・地方公共団
体がそれぞれこれを支える形で、児童福祉が保障され
る旨が、図2のように第2条において明確化された。
また、本改正法では、家庭は、子どもの成長・発達に
とって最も自然な環境であり、子どもが家庭において
心身ともに健やかに養育されるよう、その保護者を支
援することが重要である旨が法律に明記された。
さらに、児童虐待が行われているなど、家庭で適切

な養育を受けられない場合には現状では児童養護施設
等の施設での養育が中心となるが、養子縁組や里親・
ファミリーホームへの委託など家庭に近い環境での養
育を推進するため、家庭における養育環境と同様の養
育環境において、継続的に養育されることが原則であ
る旨が法律に明記された。また、専門的なケアを要す
るなど里親等への委託が適当でない場合には施設にお
いて養育することになるが、その場合おいても、でき
る限り小規模で家庭に近い環境（小規模グループケア
やグループホーム等）において養育されるよう必要な
措置を講じなければならない旨も、本改正法第3条の
2に明記された。

■ 保健・医療・福祉による効果的な虐待予
防：妊娠期からの切れ目のない支援を目
指して

１．大分県中津市について
大分県には2001年から大分県小児科医会が中心と

なり始まったペリネイタル・ビジット事業や2008年から
始まったヘルシースタートおおいた事業がある3-5）。
2015年6月には大分県小児科医会が中心となり日本小

児科医会総会フォーラムを開催
した。産婦人科を中心とした虐
待予防や大分県小児科医会が中
心となるペリネイタル・ビジッ
ト、ヘルシースタートおおいた
の報告、シンポジウム3では
「子ども虐待予防と小児科医の
役割」と題して、奥山真紀子、
佐藤拓代、安部計彦、山田不二
子先生達に井上が加わり、母子
保健、要保護児童対策地域協議
会、BEAMSプログラム、中津
市の取り組みなどについて報告
した。

中津市は大分県の最北部に位置し福岡県との県境に
ある。大分県は県全体で取り組む子ども虐待予防活動
に早くから取り組んでいたが、中津市は1994年頃よ
り中津市独自の方法で虐待予防活動に取り組んでき
た。2005年3月に決定した平成の大合併以後、中津市
の人口は68,000人が85,000人ほどになった。中津市の
出生率は2009年の9.1、2012年の9.3を除き、9.8から
10.0と高くなり、合計特殊出生率も2014年には1.9に
なった。さらに、新生児死亡と早期新生児死亡も乳児
家庭全戸訪問事業（通称、こんにちは赤ちゃん事業：
以後、赤ちゃん訪問）が導入された2008年以後、急
に低下した。この変化は、奈良県医療政策部保健予防
課が2013年に作成した「妊娠期からの母子保健マニュ
アル」6）で報告されている母子保健統計においても同
様である。
今回、塩崎大臣の視察を受けるにあたり、20年以

上継続してきた取り組みを振り返り、何が大切だった
のかを皆で話し合った。結果、①常に顔の見える連携
を心がけ、官民共に相互尊重の精神のもと、中津市の
子ども達がその子らしい笑顔を保つことを最優先と考
え行動する、②迷ったときは支援者間で遠慮なく徹底
的に議論し、最後はその子らしい笑顔を保つことを最
優先に考え皆で再考し結論を出す、といった当たり前
のことをきちんと継続して行うことが重要と考えた。
２．地域医療対策課（母子保健担当）より
図3は、中津市の妊婦・母子支援の流れを示す。中

津市では2008年の赤ちゃん訪問開始以後、子ども虐
待予防のポピュレーションアプローチが本格的に開始
された。出生前小児保健指導として、妊娠中より支援
が必要な妊婦には電話や訪問指導を行い、出生後には
赤ちゃん訪問を全戸に行っている。また、必要に応じ
て産科・小児科・精神科と連携をとり、保健所や地域
基幹病院保健師との母子保健連絡会を毎月開催して 
いる。

第１条 全て児童は、児童の権利に関する条約の精神にのつとり、適切に養育されること、その生活
を保障されること、愛され、保護されること、その心身の健やかな成長及び発達並びにその自立が
図られることその他の福祉を等しく保障される権利を有する。

第２条 全て国民は 児童が良好な環境において生まれ かつ 社会のあらゆる分野において 児第２条 全て国民は、児童が良好な環境において生まれ、かつ、社会のあらゆる分野において、児
童の年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮され、
心身ともに健やかに育成されるよう努めなければならない。
② 児童の保護者は、児童を心身ともに健やかに育成することについて第一義的責任を負う。
③ 国及び地方公共団体は 児童の保護者とともに 児童を心身ともに健やかに育成する責任を③ 国及び地方公共団体は、児童の保護者とともに、児童を心身ともに健やかに育成する責任を

負う。

第３条の２ 国及び地方公共団体は、児童が家庭において心身ともに健やかに養育されるよう、児
童の保護者を支援しなければならない。ただし、児童及びその保護者の心身の状況、これらの者童の保護者を支援しなければならない。ただし、児童及びその保護者の心身の状況、これらの者
の置かれている環境その他の状況を勘案し、児童を家庭において養育することが困難であり又は
適当ではない場合にあつては児童が家庭における養育環境と同様の養育環境において継続的に
養育されるよう、児童を家庭及び当該養育環境において養育することが適当でない場合にあつて
は児童ができる限り良好な家庭環境において養育されるよう、必要な措置を講じなければならない。は児童ができる限り良好な家庭環境において養育されるよう、必要な措置を講じなければならない。
※ 「家庭」とは実父母や親族等を養育者とする環境を、「家庭における養育環境と同様の養育環境」と
は養子縁組による家庭、里親家庭、ファミリーホーム(小規模住居型児童養育事業)を、「良好な家庭環
境」とは施設のうち小規模で家庭に近い環境(小規模グループケアやグループホーム等) 

図2　児童福祉法第1～ 3条 平成28年6月3日（公布日）施行
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１）母子健康手帳交付時から始まる支援体制作り
母子手帳交付は保健師が面接室にて行い、妊娠中・

出産前後の妊婦に対する支援体制の有無を確認しなが
ら、面接内容よりフォローが必要と判断した妊婦につ
いては、特定妊婦あるいは特定妊婦とは判断しなくて
もフォローが必要な妊婦として関わりを開始する。 
特定妊婦の判断は困難な場合も多いが、若年妊婦、精
神疾患ならびに心身症や神経症などで精神科受診歴の
ある妊婦、きょうだい児に慢性疾患や発達障がい・要
対協フォローの既往がある家庭、家族間暴力などに配
慮しながら、気になる妊婦をフォローの対象として位
置づけている。妊娠中にフォローまでは必要ないが、
出生後にフォローが必要な可能性があると判断した場
合は、赤ちゃん訪問を臨時職員ではなく正規の職員が
行う。母子手帳交付時にフォローなしと判断した場合
も、出生時の住基情報や出生届出時の父母の様子、ま
たきょうだい時の赤ちゃん訪問や健診にてフォロー歴
がある、産科から注意喚起の情報があった場合は正規
職員が訪問を行う。このように、母子手帳交付時の情
報が赤ちゃん訪問に活かせるように対応している。
母子手帳交付時の面接でフォローが必要と判断した

人は、2015年度母子手帳交付者802名中149名で
18.6%であった。その内訳としては、精神疾患が一番
多く、過去に精神科治療歴のある方が28名、現在も
治療中の方が10名であった。シングルや若年妊婦、
また、要保護歴のある妊婦もフォローする。妊娠中よ
り電話や訪問にて支援し、必要に応じ産婦人科に情報
提供し支援をお願いする。また、要対協へも必要に応
じ情報提供し、支援に対して助言をもらうようにして
いる。このような妊婦フォローを通して赤ちゃん訪問
へと続いていく。

２）乳児家庭全戸訪問事業
中津市の出生数は820人程度と数年横ばいを維持し

ており、大分県内で比較しても出生率や合計特殊出生
率ともにトップクラスである（出生率：県平均8.0、
合計特殊出生率：県平均1.57）。赤ちゃん訪問は2008
年から5年間は北部保健所と分担し、市は出生体重
2500g以上児に対し訪問を行っていた。2013年度から
は権限委譲により市が全出生児に対して訪問を行って
おり、訪問件数は年間800人程度となっている。訪問
スタッフは市の正規及び臨時保健師で行っている。訪
問の時期については、1か月健診後、母親の疲れも出
て虐待のリスクも高くなる2か月前後に実施してい
る。前述の気になる妊婦としてフォローしていた場合
は入院中の面接や退院後すぐに訪問を開始する。
訪問率は年々上昇し2015年度には97.5%となり、ほ

ぼ訪問拒否はなくなった。訪問拒否の場合でも直接の
訪問ができないだけで、ほとんどの場合母子の状態は
把握できている。また、赤ちゃん訪問後の継続訪問者
の割合は年々増加し、2015年度には18.2%と5人に1
人は継続してフォローしている状況となっている。
図4は養育者の状態判断におけるチェック項目を示

す。面談や家庭訪問を通し、養育者の健康状態やコ
ミュニケーション能力、困りに応じて助けを求めるこ
とができるか、またそのための支援体制があるか、子
どもの健康や発達についてある程度の知識があるかな
ど、図のような項目に注意しながら状態把握を行って
いる。
継続訪問の流れとしては、訪問した保健師が気に

なったケースについてスタッフ全員でケースカンファ
レンスを行い、市が決めた19項目の継続訪問理由に
分類し、今後の関わりについて方針を決めている。児
の問題（発育・発達、健康面、多胎）、母親側の問題
（産後うつ質問票EPDS高値、赤ちゃんの気持ち高値、

要保護児童対策地域協議会
実務者会議実務者会議

≋月↚≔ׅ≌ ܖ∝ሊᛢݣҔၲ؏עࠊ∝Ꮛ↕ૅੲᛢ܇
ఄᏋᛢ∝̬ͤ∝ࠊൟ၏ᨈݱ児ᅹ∝Ҕࠖ∝児ᇜႻᛩ

ᖋࢳあり
ᖋࢳἼἋἁ᭗い

⺟⼦保健事業・養育⽀援訪問事業研究会

ᖋࢳἼ ἁ᭗

⺟ ⼦ 保 健 連 絡 会

≋≖か月↚≔ׅ≌ ̬ͤ∝עࠊ؏Ҕၲݣሊᛢ∝
いࢍܤ児ᅹҔ育児不ݱ∝児ᅹ̬ͤࠖݱൟ၏ᨈࠊ∝Ꮛ↕ૅੲᛢ܇

ᖋࢳἼἋἁあり

⺟⼦⽀援連絡票・周産期連絡票

⺟ ⼦ 保 健 連 絡 会
≋月↚≔ׅ≌ ̬ͤ∝עࠊ؏Ҕၲݣሊᛢ∝

児ᅹ̬ͤࠖݱൟ၏ᨈࠊ

ᖋࢳἼἋἁあり
支援࣏要

こんにちは⾚ちゃん訪問（乳児家庭全⼾訪問）

⺟⼦⽀援連絡票・周産期連絡票

̬ͤࠖ↚↷↺μৎᚧբ≋Јဃࢸ⊡≗か月ச≌

ငᅹ∝ݱ児ᅹ ᘍ≋۔ک⊡࠷児≌

ἼἋἁなし῍᠉ࣇ

出⽣前後⼩児保健指導
ཎۡکܭのӷܭ≋ЈဃЭ≌

ငᅹяငࠖ∝ࠊထ̬ͤࠖ∝̬̬ͤͤࠖ∝ࠊൟ၏ᨈ̬ͤࠖ

̬ͤࠖ↚↷↺μৎᚧբ≋Јဃࢸ⊡≗か月ச≌
（とした育児不ܤ）

ငᅹяငࠖ∝ࠊထ̬ͤࠖ∝̬̬ͤͤࠖ∝ࠊൟ၏ᨈ̬ͤࠖ

䐟 㣴⫱⪅⮬㌟がᗣである
䐠 ேと䛾䝁䝭䝳䝙䜿䞊䝅䝵䞁がうまくとれる
䐡 ⮬ศがᅔった、ຓ䛡をồめることが出᮶る
䐢 Ꮚ䛹も䛾ᗣやⓎ㐩にᑐする▱㆑やᏊ䛹も
䛾ᢅい᪉䛾ᢏ⾡がศ（㼓㼛㼛㼐㻌㼑㼚㼛㼡㼓㼔）である

䐣䐣 ⤒῭ⓗにᅔって䛿いない
䐤 Ꮚ䛹も䛾ጒにも大䛝なၥ㢟がない
䐥 が䐥 ᐙ᪘䜈䛾ᨭ䝅䝇䝔䝮がᏑᅾする
䐦 ᐙ᪘䛾⤖䜃䛴䛝がしっかりしている
䐧 が䐧 ᆅ域䛾άືや㞟ᅋと䛾㛵ಀがⰋዲである
䐨 㣴⫱⪅⮬㌟䛾ᐙ᪘ともうまくいっている

図3　中津市における妊婦・母子支援の流れ

図4　養育者の状態判断におけるチェック項目要
井上登生。周産期からの子ども虐待予防と小児科医の役割
：ゼロ歳児からの死亡ゼロを目指して。日児誌2013：117：
570-579より引用
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育児不安、養育者の身体的疾患、グレーゾーンも含む
養育者の知的障害、育児能力）、養育上の問題（DV
あるいはその疑い、子ども虐待あるいはその疑い、養
育者の精神的疾患、望まぬ妊娠、10代の出産）、生活
上の問題（家族間の問題、生活環境、経済的な問題）、
他機関との連携での気づき等で分けている。
支援方針に沿って訪問等を継続していきながら、乳

幼児健康診査事業につなげていく。
３）乳幼児健康診査事業
中津市の乳幼児健康診査事業（以後、乳幼児健診）

は各市町村が個別健診に移行するなか、集団健診を維
持してきた。集団で行う乳幼児健診においても、母や
児の状態について判断が必要なケースは、事前に担当
保健師からの情報を伝えてもらい筆者が診察を行って
いる。筆者はすべての健診に参加するので、毎週保健
師に直接会って必要に応じ相談を受けている。また、
要対協の実務者会議のメンバーであり、児童養護施設
に併設された児童家庭支援センター（和）に勤務する
臨床心理士も1歳6か月健診以降の健診に参加してい
る。気になる母子の情報共有や子育て・しつけ相談に
より、母への支援を行っている。
さらに赤ちゃん訪問事業のまとめとして、生後4か

月時点で対象児全員の訪問結果や未訪問者を集計し、
4か月児健診の有無や結果とあわせ全数把握を行う。
継続フォローケースについては児の生活リズムもほぼ
安定し、育児が落ち着く生後7か月児健診時までは経
過を見ていく。そこで安定した母子相互関係の確立と
母親の状態の改善がみられればフォローを終結する方
向にしているが、最終判断は1歳6か月で行う。また、
対応困難な事例については、年4回3か月ごとに、訪
問スタッフである市の保健師と要対協担当課の保健師
や地域基幹病院小児科の保健師や保健所保健師、近隣
市の保健師など関係機関が集まって事例検討会を行
い、スーパーバイズをしながら、県北地域全体の保健
師のスキルアップに努めるとともに顔の見える連携を
心がけている。
赤ちゃん訪問で、2008 ～ 14年度の７年間に市が訪

問した出生体重2500g以上の児である4976名中、790
名と約16%が継続訪問である。その理由の35.5%が母
親のEPDS高値であるが、7か月児健診以降もフォ
ロー継続した割合をみると、EPDS高値や赤ちゃんへ
の気持ち高値、児の発育発達でフォローしている方の
割合は低くなる。7か月児健診児以降もフォロー継続
が必要なものは全体の8%ほどになり、割合の高いも
のは養育者の知的な低さや養育者の精神疾患であっ
た。このように、妊娠期や産後の育児おいても、精神
疾患を抱える母については母の状況を適切につかみ、
時期を逃さず、切れ目のない支援が必要である。

そのため、中津市では連携の取れるシステム作りを
行っていくことが必要であると考え、保健所や精神科
医の協力のもと、母子メンタルヘルス地域連携パス事
業として連携のかたちを整えた7）。2015年度より母子
支援連絡票（精神）というツールを使って、精神科と
行政の情報共有を行うことでスムーズな支援につなげ
ていくようにした。また、ケース支援連絡会を開催
し、情報の共有や関係づくりを行い、円滑な連携体制
の構築をすすめている。また、筆者が会長を務めるヘ
ルシースタートおおいた北部圏域版の会合で、市内精
神科クリニックの医師、保健師、産科医、小児科医と
意見を交わし、同じ視点でケアを進めるように努力し
ている。
４）まとめ
多機関で同じ視点で切れ目ない支援をしていくため

には、図3に示した母子保健事業・養育支援訪問事業
研究会が中津市の子ども虐待予防のポピュレーション
アプローチにおいて大変重要な意味を持つ。困難事例
について協議しスーパーバイズを参加者全員で受ける
ことで、保健師だけでなく母と児に関わる専門職全体
のスキルアップにつながるとともに顔の見える関係づ
くりにも役立っている。気になる子どもや養育者を的
確に拾い上げ、母子保健と児童福祉、地域の基幹病
院、保健所を常に結びつけ、かかりつけ医とともにつ
むぐ切れ目のないフォロー体制作りに欠かせないもの
となっている。今後は、市町村の子ども家庭総合相談
支援体制におけるすべての子どもとその保護者との最
初の出会いと相互理解、相互努力で紡ぎあげる支援関
係の始まりの場として、ここまで述べてきた業務を統
括して子育て世代包括支援センターの業務として行う
予定である。その中から必要に応じて、児童福祉を担
当している子育て支援課が実施する要保護児童対策地
域協議会の実務者会議へとつながっていく。
以上、述べたように子ども虐待予防において市町村

保健師は重要な役割を担っている。今後は虐待予防と
いう観点を一歩進めて、子どもの権利条約における子
どもの最善の利益である、「生きる権利」、「育つ権利」、
「守られる権利」、「育つ権利」をたとえ乳児期におい
ても一番に考え、子どもの安全・安心の確認と保護者
の困り感に焦点を当てた支援を行い、子ども虐待と呼
ばれるような状態になる前に支援できる体制づくりを
構築しなければならない。そのために、妊娠中からの
途切れない対策や保健・医療・福祉が顔の見える関係
づくりのもと、連携して迅速に対応できる地域の育児
支援システムをより円滑にすすめていきたいと考 
える。
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2017. 8　子ども虐待医学

■はじめに

Iの母子保健事業から始まった大分県中津市におけ
る子ども家庭総合相談支援のポピュレーションアプ
ローチに続いて、児童福祉の立場から中津市子育て支
援課の事業について報告し、中津市の社会的養護シス
テムにおいて欠くことのできない児童家庭支援セン
ター「和：やわらぎ」の事業活動について報告する。

■ 子育て支援課（要対協・虐待予防対策担当）
より

１．要保護児童対策地域協議会
ここでは中津市における要保護児童対策地域協議会

（以後、要対協）の活動について2015年度の業務報告
をもとに述べる。
調整機関の業務として、協議会（代表者会議）：2

回、個別支援会議を含む受理会議：15回、実務者会
議：18回、個別ケース検討会議：36回（22世帯、児
童数38名）などの会議を実施した。
実務者会議では、ケースの経過や支援方針の確認、

検討、情報交換を行った。2014年度まで大分県教育
委員会教育長を務め、本会の会長兼スーパーバイザー
である松田順子教授や筆者をはじめ、中津警察署生活
安全課（2019年4月からはDV・児童虐待専門担当）、
児童家庭支援センター「和」のソーシャルワーカー、
保健所、市民病院小児科保健師、社会福祉課（生活保
護等）、地域医療対策課の保健師、学校教育課の先生
をメンバーとし、開催した。必要に応じて、ケースに
直接関わる他の関係機関の実務者にも会議出席を依頼
し、情報の共有や事例検討などを行っている。2016
年度からは障害福祉課と発達支援センターの地域コー
ディネーター、2017年度からはスクールカウンセラー
（市常勤）が常時参加となった。
２．その他の機関との協働・連携
児童相談所と市子育て支援課の連絡会12回実施、

中津市児童家庭相談業務で相談を受けた件数は208件

総　説

小規模市町村における子ども虐待予防活動
大分県中津市における取り組み

Ⅱ：児童福祉　子育て支援課・児童家庭支援センター編
医療法人井上小児科医院1）、大分県中津市子育て支援課2）、大分県児童家庭支援センター「和（やわらぎ）」3）

井上　登生1）、上村　祥子2）、古屋　康博3）

であった。養育支援事業は2009年度から取り組みを
開始し、2015年度の件数は51世帯、のべ137回の訪
問を行った。前述の母子保健事業・養育支援訪問事業
研究会で、助言を受けながら対象者の選定やその家庭
にどのような支援が必要か等ケース検討を行った。
児童虐待・健全育成に関する活動として、厚生労働
省作成のポスターやチラシの配布を行った。
中津市子育て教室事業は、子どもの取り扱い方やし
つけについて悩む親が多くなっている現状を踏まえ、
親が子どもに対し暴力や暴言に頼らない子育てスキル
を身につけるための子育て支援プログラムを行い、子
どもへの接し方を身に着けて虐待の未然防止を図るこ
とを目的としている。2015年度は講師2名で2クール
実施した。進め方は、講義、ビデオ、ロールプレイを
組み合わせた演習形式で行った。また、井上小児科医
院に併設した中津市地域子育て支援センター（以後、
木もれび）においても同様に子育て支援教室を実施し
ている。本事業は、参加・尊重・守秘をルールとして
実施しており、本年度ケースの母親の感想として、
「最近、子どもの目を見て話をしていなかったこと」、
また、「怒っていたのは8割くらい感情で怒っていた
ことに気づき、自分自身を見直すことができた」等も
あった。
３．中津市相談種類別件数（児童相談所との共同管理

台帳について）
中津児童相談所管内における市町村別・相談種類別
処理件数において、中津市は人口も出生数も管内では
最も多い状況であり、2015年度の対応件数は414件で
と全体の43.9%を占めていた。
表1は中津市子育て支援課と中津児相管内における
中津市分について対応した件数を示す。（Ａ）の中津
児相総件数とは、中津児相管内における中津市分につ
いて対応した延件数で414件、（Ｂ）は実件数で327件
（これは、初期対応の内容を種類別に分けてカウント
している）。（Ｃ）の中津市実件数は市子育て支援課が
対応した件数で208件。（Ｄ）の重複ケースは、市子
育て支援課と中津児相の両者で対応している件数で
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72件であった。中津児相で対応している人数327人と
中津市で対応している人数208人を足して、両者で重
複している人数72人を差し引いた人数が2015年度に
支援した児童の実人数463人となる。
このように共同管理台帳を作成し、定期的に児相と

検討を続けることが真の支援につながると考える。
４．子ども家庭相談内容の種類別検討
次に、中津市の子ども家庭相談種類別件数の統計は

2005年度から正式に取り始めた。相談種類は、表1の
15項目である。毎年最も多いのは児童虐待相談・そ
の他の養護相談であるので、ここではその家族環境の
内訳について、2015年度の結果をもとに、虐待、放
任、不和、精神障がい、性格上の問題、家族背景の問
題に分けて示す。
1番多いのは「養育者の性格上の問題」であり

57.9%であった。内容は、自然派で自宅出産を試み緊
急搬送された、自然派育児で病院にもあまり受診せず
予防接種未接種や乳幼児健診未受診、若年で妊婦健診
を未受診で飛び込み出産してシングルで養育、経済苦
があるにも関わらず就労もしない等があった。次に
「家族背景の問題」は28.9%であり、若年夫婦、連れ
子同士の再婚や同居による養父からの厳しいしつけ、
シングルで養育しながら男性や女性依存傾向があり養
育がままならない等があった。「放任」は12.4%であ
り、多子世帯のため母の養育能力に限界があり子ども
の養育に手が回らない、保護者中心の生活で登校の判
断を子どもに任せてしまい遅刻や不登校傾向になる等
があった。ただ、子どもを基準に考えると、衛生や食
事、衣服の管理を受けなければネグレクトになるが、
経過を追って深く家族背景を見てみると保護者の愛情
もあり、子育てのスキルアップを保護者なりのやり方

を尊重しながらできることから徐々に改善していくと
ネグレクトと判断するまでに至らないケースもあっ
た。このようなケースを見落とさずに支援することが
市町村の役割として重要である。
つぎに、相談種類別を子どもの年齢別に区分してみ

ると208例中、0 ～ 3才までの就学前の件数は93件
（44.7%）、4 ～ 6歳は46人（22.1%）、7 ～ 9歳は29人
（13.9%）、10 ～ 12歳は18人（8.7%）、13歳以上は22
人（10.6%）であつた。児童相談所においては、0歳
から18歳までの全年齢において幅広く対応し、むし
ろ年齢が上がるにつれ対応も多くなっている。子ども
の年齢が低いときは市町村対応が多く、特に母子保健
との切れ目のない支援が必要であり、子どもの年齢が
上がるにつれ、学校教育課や児童相談所との連携が必
要となる。
次に、経路別分類では、2005年から連続して毎年

の集計をみると、子ども虐待を疑う兆候（サイン）の
研修や広報の拡大が進むに連れて経路の種類は徐々に
拡大していった。2015年度の208件でみると、多い順
に、学校：50（24.0%）、家族・親戚：30（14.4%）、地
域医療対策課：29（13.9%）、市の他課：21（10.1%）、
保育所：29（13.9%）からの相談が多いことがわか
る。学校からは、経済苦があるにも関わらず父親が就
労もせず母親が生活苦を訴えている、母との愛着形成
不全から児の行動について問題がある等があった。家
族・親戚については継続ケースの初期把握時は他機関
であるが、次第に他機関から当課につながり家庭訪問
として直接対応することが多くなっている。地域医療
対策課は母子保健担当であるので、妊娠届時に若年で
シングルで出産予定、他には妊娠に気づかず30週超
えてからの母子手帳の取得や飛び込み出産、自宅出
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産、また、市の他課からは、他
市町村から転入に伴う情報提供
17件（県内6件　福岡県9件、
大阪2件）や介護長寿課からは
1件で高齢者虐待があり同居の
子どもの様子が心配と連絡がき
たケースもあった。
相談種類別「虐待相談」の内

訳は次のようなものがあった。
57件中19例で最多であった児
相からは調査依頼や児相と同伴
で家庭訪問等もあった。保育所
からは9例でありアザや傷があ
るとの連絡、幼稚園・学校から
は10例、近隣住民からは6例で
泣き声通告や子どもへの暴言や怒鳴り声について連絡
があった。
主な虐待者は、57件中、実母27例、実父22例、母

親のパートナーやきょうだい等8例であった。
被虐待者の年齢と虐待分類別の区分は以下のとおり

であった。0～ 3歳未満は18人で、身体的虐待：9人、
性的虐待：0人、心理的虐待：5人、ネグレクト：4人
であった。3歳～学齢前児童は19例（身9性0心5ネ
5）、小学生は17人（身5性1心6ネ5）、中学生は3人
（身0性1心1ネ1）であった。2013年8月に子ども虐
待対応の手引きが改正され、以後きょうだい児の身体
的虐待に遭遇した場合は心理的虐待としてカウントし
ている。0才～就学前に占める割合が全体の64.9%で
あった。一方、2015年度の中津児童相談所の報告を
みると警察からの面前DVとしての通告を受け、心理
的虐待が56件（47.4%）と多くなっていた。
処理別件数は、208件中、助言指導は11件、継続指

導が197件と約95%を占めていた。
助言指導で終わるケースはかなり減少し、年々「継

続した支援や子どもの所属する関連機関とともに行う
見守り（子どもへのケアと状態の確認）」が必要な
「継続指導」が増えていた。
５．まとめ
以上の結果を踏まえて、市町村における子ども虐待

予防にむけたポピュレーションアプローチを考える
と、妊娠期から就学前、特に妊娠期から出生後最初の
1年6か月の間と第一次反抗期の発来後の3～ 4歳頃
の関わりを支援することが重要と考えられた。今後、
市町村における家族支援のための段階分類を明確に
し、子どもの安全・安心の確認と保護者の困り感
（ニーズ）に焦点を当て、真の支援を提供できるよう
地域での見守りについての普及啓発と地域ぐるみで子
育て家族を見守ることに取り組んでいきたい。

■ 児童家庭支援センターより（古屋の報告
を使用）

１．センター概要
児童家庭支援センターは、児童福祉法第44条の2に
明文化されているとおり、「地域の児童の福祉に関す
る各般の問題につき、児童に関する家庭その他からの
相談のうち、専門的な知識及び技術を必要とするもの
に応じ、必要な助言を行うとともに、市町村の求めに
応じ、技術的助言その他必要な援助を行うほか、第
二十六条第一項第二号及び第二十七条第一項第二号の
規定による指導を行い、あわせて児童相談所、児童福
祉施設等との連絡調整その他厚生労働省令の定める援
助を総合的に行うことを目的とする施設」である。
2007年に開設した児童家庭支援センター「和:やわ
らぎ」は、児童養護施設清浄園に附置され、常勤2名、
非常勤2名の職員4名で運営している。設置主体は大
分県であり、県と社会福祉法人清浄園が年間1,000万
弱の予算額で事業委託契約を締結している。
当センターがある大分県中津市は、大分県の最北端
に位置し、人口8万5千人、毎年の出生者数は820人
前後で、市の中心部には児童相談所や保健所など県の
出先機関が多くある大分県北部の拠点都市となってい
る。
本稿では当センターの虐待予防活動や市内における
関係機関の連携について概説する。
２．事業内容
当センターの事業は、図1のように①「相談支援」、
②「地域支援」、③「一時保護等」、④「ネットワーク
構築」の4つのセグメントからなっている。なお表の
太字は市との連携あるいは委託で実施している事業、
下線は県（児童相談所等）と連携して実施している事
業になる。

・ショート/
トワイライトステイ

・24時間365日対応
・電話・来所・通所

・児相一時保護委託
・里親レスパイト
・かるがもステイ

・養育訪問支援事業
・施設退所児童
アフターフォロー

（親子関係再構築）
・熊本被災施設レスパイト

・乳幼児健診職員派遣

・プレイルーム開放
・子育てしつけ教室

ビ

・中津市要保護児童対策
地域協議会

・ベビーマッサージ教室
・誕生学講座
・育児サークル支援

・中津スペシャルケア
研究会

・家族支援合同研修会
大分県子ども若者協議会・大分県子ども若者協議会
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図1　児童家庭支援センター「やわらぎ」の事業内容
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（1）相談支援
当センターの2015年度相談受理実人数は264人（延

べ1389件）で、そのうち中津市内のケースが約8割の
218人であった。その218人のうち中津市要対協にお
ける共同管理台帳掲載児童数がその約3割の65人で
あった。当センター職員が、中津市要対協の実務者会
議（月1回開催）や共同管理台帳連絡会議（月1回開
催）に参加しているため、当センターの受理ケースが
要対協取扱ケースであるかがリアルタイムで把握でき
るようになっている。また当センターの毎年度ごとの
相談受理件数と、中津市要対協の相談受理状況とを比
較すると、相談件数の増減がリンクしていることも一
目でわかる。
相談種別の割合については、当センターの相談の特

徴として、性格行動相談や、しつけ相談が多くある
が、これは当センターの心理職員が中津市の1歳6 ヶ
月、3歳6 ヶ月の集団乳幼児健診や5歳児発達相談会
にて子育て相談を受けていること、中津市の子育て支
援課と連携して当センターが親支援プログラム（子育
て教室）1）を開催していることが主な要因として考え
られる。次に相談経路別の統計であるが、近年の傾向
として、市の母子保健担当課（中津市においては地域
医療対策課）経由の相談が増えている。このデータに
より、支援が必要なケースについては、早期からの支
援や関係機関の連携及び情報共有ができていることが
わかる。
当センターにおいての相談ケース対応として、まず

アセスメントを行った後に、図2にように各種支援を
開始しする。必要に応じて中津市要対協につなげ、関
係機関での情報共有を図っている。そのなかで支援が
困難なケースに関しては、スーパーバイザーとして松
田教授や井上のいる中津市要対協実務者会議、個別
ケース検討会議、あるいは匿名化の作業を図ったうえ

で後述する「スペシャルケア研究会」で支援方針の検
討を行っている。このように中津市では相談内容の重
篤度に応じて、迅速かつ適切な支援ができるよう、体
系的なフレームが構築されている。
（2）地域支援・虐待予防活動
中津市内には学区（中学校区）ごとに親子の遊び場
があるが、当センターも小さなプレイルームを地域に
開放し、年間3,000名程度の利用がある。その遊び場
で、他の親子広場と同じようにベビーマッサージ教室
やリトミックを開催している。中津市内には、こうし
た親子の居場所がいくつかあり、母親たちが自らの状
況や好みに応じて自分の居場所を自由に選択してい
る。つまり子育てをする母親たちが、自らその広場の
雰囲気等で自然に棲み分けができている状況がある。
このほかの虐待予防活動として、2009年度から当
センターにおいて、2014年度から中津市子育て支援
課からの委託で子育て教室（ペアトレ）を実施してい
る1）。当センターの教室は平日昼間（午前10時～ 12
時）に行い、子育て支援課主催の教室は平日夜間（午
後6時～ 8時）に開催し、仕事をしている・していな
いに関わらず全ての母親、父親たちが参加できるよう
配慮している。どちらの教室についても託児を準備
し、母親たちが子どもと分離してゆっくり受講できる
ようにしている。毎回の受講前後に受講者から評価を
とっており、これまで103名の母親たちが全プログラ
ムの受講を終えたが、全体的に受講前に比べて子育て
スキルが上がっていることがわかる。このように自身
の子育てを振り返りながら技術を習得していくこと
が、母親たちの不適切な関わりの予防につながってい
る。教室に参加した母親たちからの感想を見ると、教
室に参加するまでは育児不安や孤立感を感じていたも
のが、グループに参加しスキルを獲得することで自信
が得られ、育児不安や孤立感の解消が得られているこ

とがわかる。一方で子育て教室の課題に
ついては、これまで118名の母親たちが
受講を開始して修了者は103名であっ
た。つまり15名の母親たちが未修了と
なった。その理由は「転居」や「妊娠出
産」「就労」「離婚」が多いが、理由がわ
からないものの原因を分析すると、要保
護性が高いケースや受講者自身が精神的
問題を抱えていることがわかった。この
ことから当センターで実施している子育
て教室は、ポピュレーションアプローチ
に近いことがわかる。
（3）一時保護等
当センターの設立背景を振り返ると、

大分県北部圏域における一時保護ニーズ
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図2　ケースへの対応
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の増大が主な要因としてあった。それまでは県北地域
にある2つの児童養護施設が緊急一時保護及びショー
トステイ対応を行ってきたが、一時保護等に付随して
様々な課題が生じていた。入所児童の重篤化が進んで
いる中、施設職員が新たな児童を受け入れる余裕は少
なく、アセスメントが十分でない状態でも受け入れざ
るを得ないこともあった。利用児童の中には社会的養
護や施設利用サービスの入り口になる児童も多くお
り、専属のスタッフにより個別的かつ丁寧にケアされ
る必要があるが、実際は「既存集団の中に放り込まれ
る」状態であった。このような現状に対し当センター
に一時保護機能を付加することで、児童福祉施設に附
置された居住空間を持つ強みを生かし、保護児童を
「個別的にケアされる」方向へと転換した。現行方式
では、施設入所児童とショート・一時保護児童双方の
プライバシーの保障が担保されている。
このように、当センターでは子どもを短期的に預か

ることのできる独立した設備（居室、キッチン・ダイ
ニング、風呂・トイレ等）を準備しており、周辺市町
村からのショートステイ委託、児相からの一時保護委
託や里親レスパイトなどに対応している。
ショートステイについて、年度ごとの統計を見ると

近年の傾向としてショートステイ利用者と要対協ケー
スとの親和性が高くなっていることがわかる。また一
時保護委託については入所期間が1ヶ月以内であれば
当センターで対応しているが、この際、入所児童の学
校生活や教育を受ける権利を保障するために、児相の
職権保護以外は子どもの所属校へ送迎し生活の変化を
最小限に留めるようにしている。
ショートステイや一時保護を実施した場合、セン

ター職員が子どもの発達・発育状況を確認するととも
に、子どもの様子（衣食住や学習、分離再会の場面）
を観察し、市の担当課や児童相談所に情報提供を行っ
ている。
このほかの事業として、2015年度より中津児童相
談所の主催事業に協力する形で、親子関係再構築事業
「かるがもステイ」に取り組んでいる1）。これは、家
族再統合プログラムの一環として主に被措置児童の親
子を対象に、初回の一時帰省や家庭復帰前の親子関係
改善を見立てるプログラムとして活用している。プロ
グラムの内容として、親子で調理や食事などの諸活動
や宿泊体験をスタッフとともに取り組み、子どもへの
関わりの助言等を行っている。また、家庭復帰を検討
しているケースでは復帰後の支援者となる市町村の担
当者や学校関係者を招き、サインズオブセーフティの
エッセンスを用いた「家族応援会議」を開催し、子ど
もの安全を中心とした家庭復帰後の支援体制について
家族とともに確認を行っている。
（4）ネットワーク構築
中津市には、公的な枠組みの会議や関係者が自主的

に始めた勉強会が幾つかあるが、本稿ではそのひとつ
である中津スペシャルケア研究会について述べる。
スペシャルケア研究会は1996年に当時の児相職員

とともに井上が立ち上げた任意の勉強会である。毎月
第3金曜日の夜に、子育て支援課や母子保健担当課、
教育委員会といった行政職員、児童養護施設や母子生
活支援施設、児童家庭支援センター、知的障がい児施
設などの施設職員、小児科医等、一次予防から三次予
防までの現場の最前線を担う支援者が集まり2時間に
わたって事例研究等を行っている。表2は当センター

が事務局になって以降のスペ
シャルケア研究会の内容を示
す。このように医療・保健、教
育、福祉分野から毎回30名程
度の参加があり、井上やその他
の専門家による助言や関連する
事項についての講義を行う。毎
回白熱した議論が展開されてい
るが、回を重ねるごとに参加者
の視点が洗練され、支援者の質
の向上や知識及び技術のアップ
デートが図られている。このよ
うに、まさに「スペシャルケ
ア」を行う支援者の養成を、
様々な立場の仲間の意見を聴き
ながら、同時にエビデンスのあ
る知見を織り交ぜながら継続し
て行うことができている。
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このスペシャルケア研究会により、参加者個々のス
キル向上は当然だが、同時に一次から三次予防を担う
支援者が一堂に会することにより、本当に血の通った
「顔の見える連携」が構築されている。つまり、スペ
シャルケア研究会を通し知識や技術の共有化を図り、
人的交流も行うことで、1次、2次、3次の予防の間の、
それぞれの「溝」が埋められている。西郷が「リエゾ
ンがクレバス（割れ目）を埋める」と述べている2）

が、スペシャルケア研究会がまさにこの役割を果たし
ている。
子どもの虐待問題など、今後生じる社会的な問題は

単一の支援機関では解決できないものが増えてくるこ
とは明白である。そうしたときに、地域のネットワー
クの力、つまり支援者の質と連携力が問われ、重層的
なネットワーク構築がダイレクトに地域の養育力に繋
がる。こうした意味において、本稿で述べた研究会を
継続していくことに意義がある。
（5）中津市における連携のあり方（まとめにかえて）
これまで概説したように、当センターは「社会的包

摂（ソーシャルインクルージョン）」という言葉を
キーワードに、虐待予防体系における1次から3次予
防として、図4のような取り組みを行っている。どの
取り組みについても、それぞれが市の地域医療対策課
や子育て支援課、あるいは児童相談所と連携・協働し
ながら展開している。それを司るのが中津市の要保護
児童対策地域協議会であり、その礎を象ったのは中津
スペシャルケア研究会等での取り組みである。
このように中津市内では、顔の見える連携のもと、

妊娠期からの切れ目のない支援を行い、支援者が関係
機関の強みと限界を把握しながら重層的な支援ネット
ワークを構築している。そのプロセスで大きな役割を
果たすのがスーパーバイザーの存在である。中津市の
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スーパーバイザーのひとりである井上は、「現場の人
たちの意見を頭ごなしに否定しない」というポリシー
を持っている。そのため、我々支援者は、サポーティ
ブな雰囲気のもと、安心して支援に取り組める土壌が
ある。そうした肥沃な土地があるからこそ、人と人と
がつながりやすく関係機関相互の連携が円滑に培われ
る。その結果、当センターの事業内容のような専門職
相互のコラボレーションが、いたるところで行われて
いる。
ただし、連携というものは基本的に双方向的であ 

るべきで、当センターが商品（ソフト）としての訴求
力＝質の担保及び向上がなければ、それはなしえな
い。単純なことだが、当センターが人と場所に付加価
値をつけ、それぞれの価値をあげる。付加価値、つま
り専門性は、地域の支援機関として認知・信任され展
開をしていく際に生命線となる。我々が地域に対して
訴求できるものはなにか、今後もそれを追求していき
たい。
本稿では当センターの事業を中心に関係機関との連

携について述べたが、中津市における虐待予防の強み
については、要対協などのフレームといった枠組みは
勿論だが、同時にソフト面、つまり、「子どもを想う
支援者と支援者とのつながり」こそが、その真髄であ
ると認識している。

■文献
1）大分県中津児童相談所（家族支援チーム「奏」．家族支援の
手引き．平成29年3月発行．

2）西郷泰之．子ども虐待の「防止」に向けて．世界の児童と
母性 2014: 76: 66-69.

 http://www.zaidan.shiseido.co.jp/activity/carriers/
publication/pdf/vol_76.pdf

図4　「やわらぎ」の児童虐待予防
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専門委員会提出資料（平成 29 年 10 月 25 日） 

 

子どもの権利保障のための都道府県計画見直しにあたっての意見 

 
                      大阪府岸和田子ども家庭センター 

                          江  口   晋 

１ 都道府県計画の見直しの前提 

  ・施策実施に必要な財源・人材の裏付けをお示していただくこと。 

・新ビジョンに盛り込まれた内容を最短で達成することを基本としつつも、各自治体

における支援を要する子どもの状況や社会的養育基盤等の実情が大きく異なること

から、各自治体が地域のニーズや特性に応じた社会的養育体制の整備であること。 

・都道府県計画の見直しにあたっては、現に社会的養育の下で暮らす子どもの数や実

態（専門的ケアや社会的自立支援の必要性）を考慮した標準的な算定方法が提示さ

れることが必要であると考える。（大阪府では本庁主管課中心に計画策定部会を設置

する予定。前提として①子どものニーズ調査②措置児童の家庭復帰調査などを行い、

客観的、専門的データに基づき、計画見直しを進めることとしている） 
 

２ 児童相談所の法的対応力の強化 

 ・大阪府の児童虐待等危機介入援助チームの設置の有効性 

   大阪府では、児童虐待危機介入援助チームとして弁護士（約 100 名）、医師に登録

をお願いし、児童相談所の法的、医学的な相談をお受けいただいている。28 年実績

では法的相談年間約 1500 件を弁護士に、70 件の医学的判断（鑑定等含む）を医師

に相談している。また、弁護士については、29 年度より児童相談所への定期的出張

相談もお願いしている。 

このチーム体制により、速やかな相談対応が可能であり、子どもの権利擁護に精

通した複数の弁護士チームによる支援は大変有効である。今後、一時保護の司法審

査が導入されることを考えると、法的対応の迅速性の確保は一層重要である。弁護

士配置にあたっては、地域の実情に応じ、柔軟な対応が望ましい。 
 

３ 児童相談所の機能分化等 

  ・平成 28 年度整備した、機能（介入と支援）分化した組織体制状況【別紙参照】 

  ・児童相談所の調査権について明確な法規定の必要性 

   一時保護の 2 か月越えに際しての司法審査への対応をはじめ、児童相談所が速やか
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な調査を進めるうえでも、証拠資料の収集能力が求められていることから、対象機

関を限定せずに十分な証拠資料を収集できるように、法的権限の整備に向けた検討

を進める必要があると考える。 

 
３ 家庭養育の推進等を見据えたソーシャルワーク 

  ・現行の児童福祉司等の配置基準は、管轄地域の人口や虐待相談件数に応じた基準と

なっており、代替養育を受けている子どもの数に応じた児童福祉司等の配置基準を

設ける必要性がある。    

  ・里親家庭への包括的支援（支援機関等による、リクルートから研修・認定までのサ

ポート、児童相談所とマッチング協議、委託後の支援まで含む）の推進が必要であ

ると考えている。そのための運営管理体制等についても、ガイドライン等に盛り込

む必要があると考える。 

  ・特別養子縁組を推進するためにも、まずもって早急な法制度改革に取り組んでいた

だきたい。 

 
４ 一時保護機能について 

  ・児童相談所においては、緊急保護した子どもの安心・安全を確保し、連続した行動

観察、心理診断、社会診断、医学診断（健康診断も含む）等の集中的アセスメント

が必要である。そのため、一時保護所で迅速なアセスメントを行える体制が必要で

あり、アセスメントをしたうえで、速やかに里親等への委託等に移行する必要があ

る。 

一時保護所は、24 時間 365 日保護児童の受け入れを行っており、児童集団は不安

定になりやすい。また、発達障がいや知的障がいのある児童、服薬や通院を要する

児童なども多く、一時保護所の現状等を考慮した職員配置基準が必要であると考え

る。 

   （参考：大阪府年間 2000 件余の一時保護件数、一時保護所の入所件数は閉庁時間帯

の方が開庁時間帯より多い）  

  ・里親への委託一時保護件数は年々増加、支援型の一時保護の場合に積極的に活用 
   （参考：H28 年度 107 件） 
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平成 29年 10月 25日 
第 20回社会保障審議会児童部会社会的養育専門委員会 

委員 菅田 賢治 

1 
 

 

「新しい社会的養育ビジョン」に対する意見 

社会福祉法人全国社会福祉協議会 

全国母子生活支援施設協議会 

はじめに 

平成 28 年の児童福祉法改正では、子どもの養育を家庭で行うことの重要性が

うたわれ、「新たな社会的養育の在り方に関する検討会」により、平成 29 年 8

月 2 日に「新しい社会的養育ビジョン」（以下、ビジョン）がとりまとめられま

した。ビジョンには、家庭養育優先の理念のもと、さまざまな提議が行われてい

ます。 

母子生活支援施設については、「そのサービスの開始や終了には行政機関が関

与して入所し、生活全般に当たる支援を行っていることから社会的養護に含める

（ビジョン P8、以下同様）」とあり、社会的養育の一翼を担う施設とされていま

す。また、児童福祉施設は「家庭と同様の養育環境では養育が困難な子どもたち

を養育する（P36）」とあります。 

しかし、母と子がともに暮らす日常的生活場面で支援を行い、親子機能の補完

や、親子関係の調整を図るなど、『地域での家庭養育が困難な母と子どもたちを

施設入所させて、家庭養育をまるごと支援する』母子生活支援施設の特徴的な機

能や役割について明確な議論がなされておらず、社会的養育の中の位置づけは、

今後の検討に委ねられています。 

母子生活支援施設は社会的養護の枠組みのなかで、母と子を分離しない支援で

家庭養育を保障してきました。これは、新しい社会的養育ビジョンが示す方向性

と合致しています。 

児童虐待やＤＶ被害はますます増加の一途をたどり、貧困や、困難な課題を抱

えるひとり親家庭、支援の仕組みがいまだ不十分な特定妊婦への対応が求められ

ています。母子生活支援施設が従来から行っている支援を十分に精査し、ビジョ

ンにある「親子入所施設の創設（P1,P2,P52）」や、「乳児院・児童養護施設の多

機能化・機能転換（P34,P46）」を含めて、「親子が入所する施設」がもつ特質や

機能・役割に関して総合的な検討を行うことが必要です。 

そして、「都道府県推進計画」の見直しをはじめとする、今後の具体的制度・

施策の策定にあたって、ビジョンが提言した内容も検証し、親と子どもの最善の

利益が守られるよう、以下の課題や意見を提起します。 
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委員 菅田 賢治 
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①母子生活支援施設の区分化について 

Ⅲ.新しい社会的養育ビジョンの詳細－４.代替養育－５）代替養育を担う児童福

祉施設の在り方（ビジョン P33～） 

（P34）「なお、現行の母子生活支援施設は DVからの保護が重要な役目となり、その結果、

それ以外の母子の入所が制限されるなどの問題も生じている。母子生活支援施設は、

地域に開かれた施設として、妊娠期から産前産後のケアや親へのペアレンティング教

育や親子関係再構築など専門的なケアを提供できるなど多様なニーズに対応できる機

関となることが求められる。」 

Ⅳ.新しい社会的養育ビジョンの実現に向けた工程－１.代替養育－７）親子での

入所機能（P52～） 

（P52）「・母子生活支援施設に関し、地域に開かれた施設と DV対応の閉鎖した施設の区

分を明確にして混在しないあり方を提示【国】（平成 31年度）」 
 

《意見》 

・DV 等の発生地域の婦人相談所等が緊急一時保護を行う場合には、夫等の追跡の

可能性も高く、その秘匿性や閉鎖性も重要です。しかし、母子生活支援施設を利

用されるDV 被害者は、広域入所で他道府県より安全な地域の施設に避難されて

おり、避難先の施設では地域の住民として生活をしておられます。母子生活支援

施設を地域に拓かれた施設とDV 被害者を受け入れる施設を区分する意味は無

く認識が異なるところであり、正しい理解に基づく制度設計が必要です。 

 危機対応機関（一時保護） 自立支援 

児童虐待 児童相談所 児童養護施設等 

DV 配偶者暴力相談支援センター（婦人相談所） 母子生活支援施設等 

 

②母子生活支援施設の措置と活用について 

Ⅲ.新しい社会的養育ビジョンの詳細－１.家庭（代替養育家庭も含む）－４）「社

会的養護」としての子どもと家庭への在宅支援（P13～） 

（P13）「平成 28年改正法により可能となった児童相談所の指導措置（児童福祉法 27条

第1項第2号）委託を活用して、児童相談所の措置の元、市区町村が必要な支援を保

護者や子どもに確実に行うようにする必要がある。」 
 

《意見》 

・児童福祉法 27 条に母子生活支援施設を明記し、児童相談所が措置として母子生

活支援施設に入所させる事ができるようにする必要があります。その上で市区町

村が必要な支援を保護者や子どもに実施できる財政措置を行う必要があります。 

 

（P15）「特定妊婦のニーズを考えると……産前産後母子ホームを創設すべきである。ま

た、安全な出産、出産後の子どもの成長や発達の保障といった観点から、婦人相談所

のみならず児童相談所や市区町村も施設への措置を行う主体として位置づけるべきで

ある。」 
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《意見》 

・産前産後母子ホームのみならず、母子生活支援施設に対して、児童相談所・婦人

相談所・市区町村が措置出来る制度設計が必要です。 

 

Ⅲ.－１.－１）子ども家庭のニーズに応じた在宅支援サービスの在り方（P10～） 

（P11）「国は市区町村が以下の支援ニーズの各段階での支援が行えるような十分な財政

的支援を行う必要がある。」 
 

《意見》 

・母子生活支援施設利用における市区町村負担についてもここにしっかり位置づけ

していただく必要があります。 

 

Ⅲ.－１.－１）－（２）ニーズに応じた養育支援・子どもへの直接的な支援サー

ビス（P12～） 
 

《意見》 

・多くの子どもは親と分離されるのではなく、虐待されないような、環境（見守

りや支援の中で）母親と共に生活することを望んでいます。母子生活支援施設

を活用し、親子が分離されることなく共に生活しながら、必要な支援や見守り

のなかで、虐待を予防し親子関係再構築支援を行っていく必要があります。 

・里親委託率＝（里親委託児童数／要保護児童童数）×100 を上げるためには、

里親委託数（分子）を増やすだけではなく、要保護児童数（分母）を少なくす

る事も有効な手段です。要保護児童数の削減には母子生活支援施設の活用が有

効な手段です。 

 

Ⅲ.新しい社会的養育ビジョンの詳細－４.代替養育－５）代替養育を担う児童福

祉施設の在り方（P33～） 

（P34）「一方、貧困やひとり親家庭の増加や特定妊婦の増加などから、代替養育に準ずる

形として、母子や父子で入所できる施設体系も求められる。」 
 

《意見》 

・これまでも、母子家庭や特定妊婦の受け入れ支援については母子生活支援施設が

担ってきました。社会的養護施設として母子生活支援施設の活用をしっかりと位

置づけしていく必要があります。 
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③特定妊婦へのケアのあり方 

Ⅲ.新しい社会的養育ビジョンの詳細－１.家庭（代替養育家庭も含む）－６）特

定妊婦のケアのあり方（P14～） 

（P14～15）「③妊娠期から出産後の母子を継続的に支援する社会的養護体制（在宅支

援、乳児院、サテライト型母子生活支援施設、産前産後母子ホーム、里親、民間養子

縁組機関との連携、出産後のケア等）などの整備が必要である。 

（中略）また、安全な出産、出産後の子どもの成長や発達の保障といった観点から、婦

人相談所のみならず児童相談所や市区町村も施設への措置を行う主体として位置付

けるべきである。なお、施設への措置期間は原則 6カ月以内とするのが妥当である。」 
 

《意見》 

・特定妊婦のケアのあり方において、サテライト型母子生活支援施設が記載されて

います。しかし、母子生活支援施設をサテライト型に特定する根拠はありません。

これまでも多くの母子生活支援施設において特定妊婦の受け入れ、支援を行って

きた実績がありますので、母子生活支援施設での受け入れも記載する必要があり

ます。 

・婦人相談所、児童相談所、市区町村からの措置を位置づけるべきであるとされて

います。母子生活支援施設は特定妊婦以外の社会的養護児童やDV 被害者受け入

れており、このような世帯についても婦人相談所、児童相談所が措置できるよう

に位置づけする必要があります。 

・施設への措置期間は原則６ヶ月以内とするのが妥当であるとされています。出産

後母子生活支援施設などで継続的な支援を行うことで、不適切な養育を防ぎ、乳

児期の愛着形成における支援を行うことが重要です。適切なアセスメントを行い、

母子分離せず、中長期的な支援の必要性が見込まれる妊婦の保護は、母子生活支

援施設を活用する事や、6 ヶ月経過後も母子での保護が適切な場合には母子生活

支援施設への措置変更を検討するなど、ソーシャルワークをベースにした措置決

定を行う必要があります。 

 

④サテライト型母子生活支援施設のあり方 

Ⅲ.新しい社会的養育ビジョンの詳細－４.代替養育－５）代替養育を担う児童福

祉施設の在り方（再掲）（P33～） 

（P34）「一方、貧困やひとり親家庭の増加や特定妊婦の増加などから、代替養育に準ずる

形として、母子や父子で入所できる施設体系も求められる。 
 

《意見》 

・サテライト型母子生活支援施設について、その利用に対する規制緩和を行い、母

子のみならず特定妊婦や父子家庭、必要な場合には特定妊婦とそのパートナーな

ど、多様なニーズに対応できる施設として位置づけすることを提案します。 
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⑤一時保護のあり方 

Ⅲ.新しい社会的養育ビジョンの詳細－３.一時保護のあり方（P21～） 

《意見》 

・子どもの権利とその最善の利益を保障するために行われる一時保護ですが、虐待

等の不適切な行為が父母いずれか一方からの虐待であった場合には、虐待を行っ

ていない母親又は父親からの分離は子どもの権利と最善の利益に反します。必要

な場合には母子生活支援施設での母子の一時保護や、サテライト型母子生活支援

施設での父子の一時保護を行い、不必要な親子分離を行わない子どもの権利と最

善の利益保障に則った一時保護体制の構築を働きかけていく必要があります。 

 

⑥十分な予算措置の必要性 

《意見》 

社会的養育の新たな仕組みをめざすからには、国、そして都道府県推進計画の見直

しを行う自治体は、環境整備を確実にすすめることができるだけの必要かつ十分な

予算措置を講じるべきです。 

 

 

 
添付資料 
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 第 61回全国母子生活支援施設協議会研究大会アピール 

（平成 29年 10月 13日） ··········································· 11 
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平成 28年 9月 16日 

 

新たな社会的養育の在り方に関する意見 

                          

                社会福祉法人 全国社会福祉協議会 

全国母子生活支援施設協議会 

会 長 菅 田 賢 治 

                     

Ⅰ．はじめに 

「児童が家庭において心身ともに健やかに養育されるよう、児童の保護者を

支援しなければならない。」改正児童福祉法の第 1節第 3条の 2項に国及び地

方公共団体の責務として「保護者の支援」が条文に明記されたことは、母と子

の明日を支える母子生活支援施設にとり、新たな子ども家庭福祉の実現に向け

た観点からも評価するところです。 

 また、第 33条の 6項の一部児童に対する一時保護年齢制限が 20歳までに

緩和されたことや、売春防止法第 36条の 2項、婦人相談所長による報告等で

は、婦人相談所長の必要と認めた場合、母子生活支援施設における母子保護を

実施する都道府県、市町村等の長への報告、通知を行うことが義務づけられた

こと等は、母子保護の実施において、大変有効であると考えます。 

  「社会的養護の課題と将来像」（平成 23年 7月、以下「課題と将来像」と

いう）では、母子生活支援施設は社会的養護を担う施設と位置づけされたも

のの、どのように活用するのか、具体的には明らかにされていません。家庭

養護・家庭的養護を推進する中で、母子生活支援施設は、家庭養護の最後の

砦として有効な機能を有した施設であることの明記と活用促進を切望してお

り、「課題と将来像」をさらに発展させたものとするため、本検討会の議論が

前向きな見直しになることを期待します。 

 社会的養護の利用者等に対する継続的な支援の仕組みを整備するうえで、

本会として、目指すべき方向、各分野にわたる現状の課題、必要と考える事

項、意見は以下のとおりです。 

 

Ⅱ．母子生活支援施設が目指すべき方向 

  全国母子生活支援施設協議会では、平成 27年 5月「私たちのめざす母子生

活支援施設（ビジョン）報告書」(以下、「ビジョン」という)を策定しました。

ビジョンにおいて「母子生活支援施設における総合性・包括性・地域性につ

いて」5つの方向性を示しました。①インケアを包含した総合的包括的支援の

拠点として。②地域の中の母子生活支援施設～「切れ目のない支援」の提供。

③支援の専門性。④家族関係再構築支援。⑤「自立」を目指す支援。そして、

最終目標として「ひとり親家庭支援センター」構想を考え、ひとり親支援の
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拠点をめざし、インケアの充実と共にアウトリーチの充実に取り組んでいき

ます。 

 

Ⅲ．各分野にわたる現状の課題、必要と考える事項、意見 

  

 １．児童虐待発生予防からみた特定妊婦の受け入れと一時保護について 

母子生活支援施設の入所は「18歳以下の監護すべき児童がいるもの」と 

なっており、監護すべき児童がいない単身の妊婦については受け入れがで 

きません。平成 23年度からは、支援を行うことが特に必要と認められる妊 

産婦については、婦人相談所の一時保護委託の対象となり、婦人相談所に 

よる母子生活支援施設の一時保護委託が可能となりましたが、下記の理由 

等により利用が促進されていないのが現状です。 

そのような中でもすでに、都道府県や市町村（独自事業）と連携し特定妊

婦の受け入れ、支援を行っている施設もあります。特定妊婦への支援につい

ては、母子生活支援施設利用（一時保護・措置入所を含む）をはかり、安心

と信頼による、妊娠期から出産、産後までの切れ目のない継続的な支援の提

供が必要です。また、それに取り組んでいく必要性が母子生活支援施設には

あると認識しています。 

 

○母子生活支援施設では、ＤＶ防止法や売春防止法に基づく一時保護や一 

時保護委託については婦人相談所が行っていますが、その設置は基本的に都

道府県に１か所（東京、愛知は複数）であり、一時保護を必要とする女性や

母子にとって、相談支援の利便性が低く（婦人相談所の一時保護は、緊急保

護を目的としている事から、ルールによる管理が厳しく携帯電話の所持の禁

止、外出の制限等の理由）、若年妊婦、望まない妊娠、ハイリスクな妊婦か

らのニーズに対応した受け入れが難しい現状があります。 

 

○「婦人相談所長による報告又は通知について（平成 28年 10月 1日施行）」

では、この通知を実効性あるものにするためには、「報告を受けた都道府県

等は母子生活支援施設において母子保護の実施を行わなければならない」と

明記する事により、さらに有効な施策となると思われます。 

 

○「利用対象者の拡大（妊娠中の単身女性）」として母子生活支援施設への

入所にあたっては、児童福祉法の改正等により、監護すべき児童のいない特

定妊婦等が利用可能な施設とする必要があります。また、児童虐待事例につ

いては児童相談所が、ＤＶ事例については婦人相談所が、それぞれ入所措置

をとれるようにすることにより、スムーズでワンストップ化した受け入れが

可能となります。 
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一時保護については、児童相談所による一時保護（児童福祉法第 33条）

要件の拡大による母子等での一時保護の実施、福祉事務所が実施する一時保

護制度の創設、婦人相談所以外の配偶者暴力相談支援センター（市町村の配

偶者暴力相談支援センター等）においても一時保護委託を可能にするなどが

有効な手段であると考えます。 

 

○母子生活支援施設の保育支援ニーズが高まる中、支援力の強化、保育士の

必置、医療的見地からの支援が可能な関係機関との連携、ヘルパー利用など

体制の整備を行う必要があります。さらに、母子生活支援施設職員の妊娠・

出産・子育て等に関する研修等を実施し、職員の資質向上を図ると共に、保

育所職員の規定に準じた配置にしていくことが必要です。 

 

○利便性を高めるためには、支援を要する女性や母子が居住する市町村域で

のワンストップの相談・支援が重要であり、必要な特定妊婦の受け入れが可

能であることを、医療機関や保健センター等の相談窓口に周知する必要があ

ります。その上で、相談窓口等での支援が必要と判断された妊婦を、母子生

活支援施設へつなげていく体制等を整備する必要があります。 

（子育て世代包括支援センター（母子健康包括支援センター）の法定化（平

成 29年 4月 1日施行）により、子育て世代包括支援センターを市町村に設

置することで、さらに全国規模で母子保健分野と母子生活支援施設の連携が

必要） 

 

 ○母子生活支援施設の利用につながったとしても、入退所時期の決定は福祉

事務所が行っています。母子の抱える課題や状況の違いにかかわらず、入所

期間を一律にしたり、利用契約の更新（入所期間の延長）を認めないなどの

対応が見受けられます。母親の自立支援計画の策定・支援における関係機関

の連携等について改めて見直し、改善する必要があるとともに、子どもの育

ちを保障する観点からも、入退所の決定等には児童相談所が関与する仕組

み・体制があると望ましいと考えます。 

 

２．親子（家族）関係再構築支援と家族支援機能の拡充 

  母子生活支援施設は社会的養護を担う施設では特異な存在ですが、親子が

共に生活しながら 24時間 365日の見守りと母親と子どもに対し、必要な支

援の提供が出来る施設として、大変有効な機能を有しています。すでに児童

相談所等と連携して虐待事例を受け入れ、支援を行っている施設もあります。

今後、家庭養護の推進を図る上で、母子生活支援施設の役割を社会的養護と

「課題と将来像」において位置づけていただき、その活用を図ることが有効

であると思います。 
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○母子生活支援施設の一時保護利用 

児童虐待による一時保護は、母子一体での保護が望ましい事例（父親から

の虐待で、母親からは虐待がない場合等）があるにもかかわらず、児童福祉

法 33条では子どもの一時保護のみとなり、親子分離が行われています。 

「児童がその父母の意思に反してその父母から分離されないことを確保す

る」（国際連合憲章「児童の権利に関する条約」第 9条）から鑑みると、児

童の権利を侵害することなく、必要な場合には子どもと共にその監護者を一

時保護できるように変えていくべきではないでしょうか。 

親子(母子一体)での一時保護に当たっては社会的養護施設でもある母子生

活支援施設機能を活用した一時保護委託が適切だと考えます。 

 

○母子分離を回避し、母子生活支援施設を活用 

被虐待児への処遇決定において、在宅・里親・施設の選択肢だけではなく、

母子分離を回避し、母子生活支援施設を活用した家庭養護の選択肢を増やす

ことは、子どもの最善の利益を考慮した処遇が行え、家族関係の修復に向け

た支援が可能となると思います。また、里親委託率を１／３とする将来像の

実現に向けて、母子生活支援施設の利用と里親委託を併せて１／３とする事

で、より早くの目標達成が可能となると思います。 

 

○家族再統合における母子生活支援施設の活用 

分離された母子が家庭復帰する親子(家族)関係再構築場面では、分離され

た母子が家庭復帰する際に母子生活支援施設を活用し、子と母の気持ちに寄

り添いながら、必要な支援を提供し、関係機関との連携を図り、安全・安心

な環境のもとで、虐待の再発を防止し、親子（家族）関係を再構築・維持す

る支援が可能です。 

 

 

３．社会的養護における「継続性、永続性」、母子生活支援施設のアフターケア 

母子生活支援施設は、「退所した者についても相談その他の援助を行うこ

とを目的とする施設」(児童福祉法第 38 条)であり、前述のビジョン②に示

しているように、インケアのみならず、地域と連続として、退所者や退所児

童に、地域の他の社会資源を組み込んだネットワークによる「切れ目のない

支援」を提供することを目指しています。また、地域のひとり親家庭等に対

し、母子生活支援施設が持つ機能や専門性を活用した支援（子どもの居場所

作り・学習支援・食事提供・ショートステイ・トワイライトステイ等）の提

供を目指します。 
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○小規模分園型（サテライト型）母子生活支援施設(以下、「サテライト」と 

いう)の活用 

現在のサテライトは、自立退所に向けた準備施設として、概ね１年以内に

退所が見込める世帯が入所できることになっており、運用が難しくその設置

が進んでいない現状があります。しかし、サテライトは、小規模施設である

ことから、個別ニーズに対応しやすく、運用を工夫すれば集団生活が困難な

母子の受け入れが可能です。また、その利用要件を緩和すれば、父子家庭の

受け入れも可能と考えます。地域社会のニーズに対応した、ゆるやかで幅広

い受け入れが可能な施設の一つとしてその活用を図ることが望まれます。 
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CVV-1 

 

平成 29 年（2017 年）10月 25日 

「新しい社会的養育ビジョン」についての意見 

Children’s Views & Voices（CVV） 

代 表  槇 超 

副代表  中村 みどり 

 

 

 

 

 

 

１．制度への社会的養護経験者の声の反映（委員会等への当事者参加） 

これまでの制度作りでは、社会的養護当事者の声が反映されていなかった事もあり、当

事者が必要とするニーズと支援とが合っていない事もあった。 

社会的養護に関する制度を構築・変更する際は、社会的養護経験者が委員会・検討会等

への委員として必ず参加し、現在の子どもたちを代弁する役割を果たす事を検討して頂く

必要があると考えている。また、今後都道府県計画においても原則として社会的養護経験

者が参画することとし、それが困難な場合であっても当事者の意見を聴き取り反映される

必要がある。 

 

２．子どもの最善の利益と代弁者の確保（アドボカシー制度の創設） 

 子どもは、大人の助けなしに自分だけで最善の利益を実現することはできない存在であ

る。社会的養護等の行政の中では、その子どもの利益が、児童相談所を含め様々な関係者

の利益と反することも多く、子どもの最善の利益が置き去りになるケースも少なくない。 

 そこで、親権者・保護者にかわり、その子どもの最善の利益を効果的に代弁する大人が

必要である。また、自立支援計画において子どもの意見が反映されていない状況からも、

子どもの権利条約における「意見を聞いてもらえる権利」や「知る権利」の確保が十分で

はないと考える。上記の事から、子どもの声を聴く権利を保障する「アドボカシー制度」

の導入を検討して頂きたい。 

 

（１）自立支援計画の作成における子どもの参加 

 高齢者福祉や障がい者福祉においては、支援計画を作成する際には本人の参加が必要で

ある。児童福祉においても、子どもの自立支援計画の作成には、年齢に応じ工夫し、子ど

もの参画が徹底される必要がある。また、意見が言いにくい子ども達のために（２）のア

ドボケイトの活用も今後期待できる。 

１．制度への社会的養護経験者の声の反映（委員会等への当事者参加） 

２．子どもの最善の利益と代弁者の確保（アドボカシー制度の創設） 

３．自立支援に関する検討組織への当事者の参画とシステム作り 

-58-



CVV-2 

 

 

（２）措置中に日常的に子どもの声を聴く仕組み 

 子どもとの信頼醸成及び状況のタイムリーな把握のため、一定の訓練を受けたアドボケ

イト（アドボカシー活動を行う者）が一週間に一度程度子どもに面会し、子どもの話を聴

く体制を整える。 

 

（３）親権者等の意向に左右されず、すべての子どもに弁護士が関与する仕組み 

国選少年付添人制度や国選弁護人制度も参照しつつ、一時保護後の一定期間や、困難案

件については、弁護士もアドボケイトとして関与する必要がある。司法など法的手続きを

含め、必要性に応じてあらゆる手段を取る制度とすべきである。 

 

３．自立支援に関する検討組織への当事者の参画とシステム作り 

これまでの社会的養護経験者調査の結果が、現在の日本の社会的養護施策のアウトカム

のひとつの指標といえる。退所者調査の実施結果を踏まえ、経験者が必要としている自立

支援を提供する必要があると考える。窓口の創設に留まるだけでなく、寄り添い型支援や

住居の確保なども考えられるべきであり、経験者が特に困った事などを参考に支援システ

ムを構築する事で、より効果のあるシステム作りが達成されると考える。また、システム

を運用する人材の育成・研修や、当事者間のピアサポートの取り組みを支える枠組み作り

も重要となる。 

その為には、まず支援システムを検討する時点から当事者の参画が求められる。 
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「新しい社会的養育ビジョン」の報告書を受けて 

 

全国自立援助ホーム協議会 

会長 平井誠敏 

 

この度の報告書では、平成 28年の児童福祉法改正における「子どもが権利の主体」であ

ることの明確化、家庭養育を優先とした支援や特別養子縁組や養育里親の推進による永続

的解決、児童相談所や市区町村、施設養護の機能変革など、その実現を図る改革の工程と

課題を指し示したものでありますが、自立支援について、特にその第一線を担う自立援助

ホームについてはビジョンとして言及されていません。 

「新しい社会的養育ビジョン」でも述べられている通り、代替養育の目的の一つは自立

支援ですが、より具体的で現実的な方策を検討する必要があります。 

 この報告書を受け当協議会におきましては、自立支援に関わる内容を主に、下記の提言

を提出させて頂きます。 

 

① 社会的養育における自立援助ホームの位置付け（代替養育全般） 

この報告書では、家庭養育ならびに特別養子縁組などの支援を通した永続的解決を図

る改革が示されていますが、大切なのはどの様に永続的解決を図るかです。家庭ないし

特別養子縁組、里親などの養育において、不調からの回避、レスパイト、バックアップ

体制は欠かせません。特に年長児や青年期での家庭不調、代替養育不調からの自立支援

を補完する社会資源として、自立援助ホームが担う役割は大きいものです。自立援助ホ

ームのあり方と機能充実を図り、これからの未来を見据えて改めて位置付けの明確化を

希望します。 

 

② 自立援助ホームは「居住型資源」だけでなく、「社会内支援」が主たる機能。（P43） 

自立援助ホームが第二種社会福祉事業たる機能として重視しているのは、社会で生き

る青年たちへの「相談援助事業」です。第一種である他の社会的養護の施設と異なるの

は、入所施設（居住型資源）という意味合いだけでなく、退居後の支援（社会内支援・

相談援助事業）にも重きを置いているところです。福祉・司法・医療の狭間にある子ど

もたちにとって、施設と社会の間を支えるのが自立援助ホームであり、「地域生活におけ

る継続的支援」を有効に機能させるためには欠かせない社会資源のひとつとして整備す

べきと考えます。 

 

③ 自立支援ガイドライン作成（P5、P54） 

平成 30年度までに策定とありますが、リービングケアについては今まで議論がされて

いましたが、退所後支援（アフターケア）については十分な議論もノウハウも体系化さ

れていません。昨今の退所児童等アフターケア事業の評価や、各社会的養護の運営指針、

自立支援の先駆けである自立援助ホームのノウハウを取り入れることも含め、本協議会

としても、検討の場に策定委員として参画させていただくことを希望します。 
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④ 青少年自立支援センター（仮称）（P13） 

従来の自立援助ホームの実践、退所児童等アフターケア事業の展開、そして平成２９

年度より補助事業として予算化されました「社会的養護自立支援事業」における支援コ

ーディネーターの設置が明文化されましたが、ビジョンで揚げられました青少年自立支

援センター(仮称)の具体的な機能が見えていません。年長児の緊急保護、就労支援、生活

支援、住居支援、地域生活支援は自立援助ホームが長年行ってきた機能ですが、新たな

センターを創設するのではなく、自立援助ホームにセンター機能を持たせつつ、相談援

助・他機関連携の強化を図る方策が有効と考えます。 

 

⑤ 自立援助ホームの職員配置基準（P4、P34、P49） 

ケアニーズに応じた措置費の加算は自立援助ホームには特に必要な部分であり検討し

て頂きたいと思います。法的には自立度が高い利用者への自立支援が対象ですが、現状

は長らく家庭で虐待を受けた児童、施設養護や里親養育で不調となった児童の入居も目

立ち、これまでも、ケアニーズの高い利用者への自立支援を展開してきました。「できる

限り良好な家庭的環境」での職員配置は常時 2 名以上を目指すと記載がありますが、自

立援助ホームは児童養護施設の様な本体施設を持たないグループホーム形式で運営して

います。現状の職員配置基準で労働基準法に則ると、常時 1 名も配置出来ない職員体制

を早急に改善する必要があります。 

 

⑥ 就学者自立支援事業への言及と機能拡大（P49） 

新しい社会的養育ビジョンには、自立支援として昨年度の法改正の柱の一つでもあっ

た進路保障としての自立援助ホーム対象年齢拡大（大学等進学者は 22 歳年度末まで可）

について、今後の展望が記載されていません。進学者が 22歳年度末まで対象拡大となる

ならば、本来ケアニーズが高い就学者以外の青年も対象を拡大するべきです。社会的養

護自立支援事業が制度化されましたが、自立援助ホームにおいては就学者のみに限定す

ることなく 22歳の年度末までの援助が可能となるように法制化できないものでしょうか。

18歳で自活した後に生活が不調になる事例は数多くあります。 

また P49 に「自立援助ホームの改革」と記載がありますが、特に具体的な記載はあり

ません。上記に鑑み、自立援助ホームの対象者の拡大について検討をお願いします。 

 

⑦ 社会生活移行支援、地域生活の支援（P38、P43、P54） 

代替養育の移行期のケアについては、家庭から代替養育だけでなく、代替養育から社

会生活への移行も少しずつステップを図る必要があります。ステップハウス等の整備と

活用と記載がありますが、より活用しやすい柔軟な枠組みがなければ拡充されません。

（先駆的にステップハウスを実践してきた自立援助ホームもあります。）また自立支援に

は、家庭や代替養育を離れた後の地域生活支援が欠かせません。この機能は自立援助ホ

ームが「社会生活支援専門相談員」配置要求として国に求めています。自立援助ホーム

の機能強化として早急な実現を希望しています。 
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       意  見  書 

                          平成 29年 8月 16日 

厚生労働大臣 殿 

                       全国児童心理治療施設協議会 

                          会長  平田 美音 

 

 日頃は児童心理治療施設の運営並びに当協議会の活動に対して格別のご指導とご支

援をいただき、厚く御礼申し上げます。昨年度改正された児童福祉法では私どもの施設

も長年の懸案であった名称変更を行うことができ、情緒障害児短期治療施設から児童心

理治療施設となりました。「治療施設」として果たすべき役割がより明確になったと考

えております。 

今回の法改正の趣旨は「児童虐待の発生予防から自立支援までの一連の対策の強化を

図る」ことにありました。児童虐待の相談件数はなお増加傾向が続いており、社会的環

境要因や児童の様々な特性により心身の発達に影響を受けた多くの子どもたちが社会

的養護を受けています。児童心理治療施設にはその中でもより重篤な生き辛さや人間関

係の困難さを抱えた子どもたちが入所しています。その子どもたちに「総合環境療法」

として生活、心理、教育の 3部門と医療が相互に連携する治療的な環境の中で、様々な

傷つきからの回復と子どもたちの心身の成長を促す専門的な支援を行っています。 

先日「新しい社会的養育ビジョン」が公表されました。支援を要する子どもや家庭へ

の支援について在宅での包括的支援の重要性とともに施設の専門的支援と高機能化の

方向性が示されています。また家庭養護の代替として施設の小規模化や地域分散化も強

く求められているところです。一方児童心理治療施設にいる子どもたちは地域の学校や

子ども集団、家庭を含む地域社会で様々な傷つきや生き辛さを経験してきています。ま

ずはその地域社会というものから距離を取り、新しい安心安全な生活を与えられること

が重要です。そして個々の子どもの状況に合わせた治療的な関わりを行っていきます。

所属する子ども集団の大きさ一つにしても治療の時期によって求められるものは異な

っています。柔軟な規模の生活環境が用意される必要があります。 

治療施設として私たちの施設が取り組んできた治療経験は地域に広く還元するべき

知識や技術と思います。私たちはそのことで社会に貢献していきたいと考えています。

児童養護施設と同様の養育単位の小規模化や地域分散化の方向性では本来児童心理治

療施設が担うべき役割を果たせなくなるのではないかと危惧しています。 

以下に全国児童心理治療施設協議会としての意見を述べさせていただきます。よろし

くご検討くださいますようお願い申し上げます。 
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児童心理治療施設の専門性と治療構造について 

 

１、児童心理治療施設に入所してくる子どもたち 

児童心理治療施設は、児童の特性や不適切な養育により、人間関係や日常生活につま

ずきや混乱が生じ、家庭や里親、児童養護施設など地域で暮らし、外来治療を受けるこ

とでは改善が難しいと判断され、生活環境に専門的・治療的配慮が必要と判断された児

童が入所している。精神科薬を服薬している子どもが全体の約半数おり、児童精神科で

の入院治療を経て入所してくる子どもや、児童養護施設や里親で不適応を起こした児童

も多く入所している。 

具体的には 

・ 生まれ持った特性のため育て難くかったり、養育の不適切さがあったりして、結果

として年齢相応の社会的な適応が難しい子どもたちが対象となる。周りの人たちとの

関りがうまくいかないことから、自分の存在に対する不信や大人との信頼関係の不獲

得、自己コントロールの未熟さや家族や社会との関係における傷つきの積み重ねによ

る精神的な脆弱さを抱えている。周囲の人や出来事に対する怯えが強い子どもや、自

身の情緒的混乱に対処する力が弱い子ども、自制力を失ったパニックに陥りやすい子

どもなど、個別的なそして、治療的枠組みを持った生活の中で成長を支える必要があ

る子ども達である。 

・ 安全と安心の生活環境を提供するためには、生活場面の様々な状況下で起こる「子

ども達の不安や自己防衛を誘発する刺激」を減らし、恒常的安心感を醸成する必要が

ある子ども達である。 

・ 重度の虐待や DV など加害者から身を隠す必要のある子ども、中には事件の被害者

や加害者となってしまった子どもであるなど、地域や家族から離れることで守られる

必要がある子どもも多い。 

・ 地域の学校での集団での教育が困難であり、小集団での個別的専門的教育環境が必

要な子ども達である。 

 

２、児童心理治療施設の特徴 

生活指導・心理治療・医療・教育の４分野が連携し、生活全体を治療的に整え、生

活全体が支援や治療のための構造になっており、多職種が情報と見立てを共有、有機

的にそれぞれの専門性を生かし協働して全体で対応する施設である。 

 特に 

 ・ 様々な脅威から守られた居場所の提供。  

・ 医療、福祉、心理、教育の専門家が顔の見える関係、状況を把握しやすい関係の中

で連携しながら個々の子ども達に応じた治療・支援・教育を行う。   

   学校生活を含めた２４時間のすべてが把握でき、総合的に支援できる構造である 

・ 施設内学級や分校方式による施設の子どものための個別的学校教育の提供 
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・ 状態に合わせた生活環境の調整の可能性（一律の環境・支援ではない個別的な支援） 

すなわち、子どもの状態に応じた居室変更やパニック時の医療対応など治療的な観

点からタイムリーに調整する。また、子どもの状況に合わせて、生活や活動、人間関

係を可能なところから始め、練習し試行錯誤する中での成長機会を提供する。 

・ こども集団の相互治癒力も重要である。子どもたちが、対人関係技能を身に着けて

いくために、子ども相互の関りの経験から治療・支援を進めている（ある程度関われ

る子どもや大人の数が必要である）。集団の中での体験を治療的に利用するというのは、

集団養育という趣旨とは異なる。地域社会に戻っていく段階では、集団の中での経験

が特に重要となる。 

・ 専門的支援として、医師、複数の心理士、看護師が常にいて、生活支援、環境設定

を精神医学的、心理学的観点から必要に応じて随時、即座に見直し、検討する。 

・ 半世紀前の設立当初から、学校恐怖症、家庭内暴力、被虐待、発達障害など、社会

が新たな問題として注目し、対応を模索していた子ども達の治療を先駆的に行ってき

た。今後も、新たに注目される子どもの問題に取り組むことが求められる治療施設で

ある。 

 

３、児童心理治療施設の将来像 

 上記を踏まえて、児童心理治療施設は今後社会的養育の心理ケアセンターとして機能を

充実していく必要がある。 

（１）通所部門の充実と児童精神科診療所の付設 

  児童心理治療施設には、通所部門がある。児童精神科医の配置も定められており、外

来診療所の付設も可能である。現在も地域の子どもたち、児童養護施設や里親のもとで

暮らす子どもたちとその養育者の支援を行っている。今後はさらに通所、外来相談、外

来診療という機能を充実させていくことが必要である。交通の便の悪いところにある施

設においては、交通の便の良いところにサテライトを作ることや、県内に一つしかない

施設においては、県内にいくつかのサテライトの相談室をもつことも考えられる。 

 

（２）新たな子どもの問題に先駆的に対応するための治療機能の充実 

  児童心理治療施設は時代の流れの中で、注目を浴び始めた子どもの問題に先駆的に取

り組んできた歴史がある。今後もそのような機能が期待され、その期待に応えられるよ

うな機能の充実が必要である。 

  そのためには、その子どもの状態と課題に合わせて、様々な治療的な方法が模索でき

るようにする必要がある。養育単位の大きさ、社会性を養う目的で参加するこども集団

の大きさ、分教室に登校するか本校に登校するかなど学校教育の形態などを、子どもの

状態と課題に合わせて変えていくことも必要になる。児童心理治療施設においては、治

療的な観点から養育単位など生活環境を考えていくことが必要である。 
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「新たな社会的養育ビジョン」に対する全国児童心理治療施設協議会の意見  

 

１、養育単位の小規模化（１ユニット 6名以下で、全てをユニット化）に関する考え方 

（１）多様な心の問題を抱えた子ども達の治療を行うために治療的環境としての適正規模

について、検討する必要がある。 

児童心理治療施設は、精神的に脆い子どもをはじめ、多様な心の問題を抱える子ども

たちが暮らせる環境を整える必要があり、治療的な観点から生活環境の規模を考える必

要がある。①生活上起こりうる様々なリスクを排除することによる安全で安心できる環

境、②それぞれの子どもの状態、課題に合った日々の生活の中での心理的支援や治療的

関わりができる体制と集団の規模、③過敏でいつも怯える子ども、自分の思い通りにな

らないと混乱してしまう子ども、人と関わることが苦手な子どもも多く、トラブルや不

適切な行動が日常的に発生することに備えておくことができる規模、④とくに、家庭や

学校で繰り返されてきたトラブルや不適切な人間関係が施設の中で再現されることを前

提とし、それらを治療の契機にできるような施設運営の適正規模、等についての検討が

必要であり、どのような事態が起こっても子どもたちの安心感を保て、治療的に対応で

きるような人員配置や専門職種の配置などがまず必要である。 

 

（２）治療的な施設環境、構造に関する探究の現状 

現時点では、治療的観点からどのような生活環境、児童集団の大きさや職員配置が適

切であるかに関する研究は進んでいない。少なくとも、どの子どもにも合う一律の児童

集団の大きさや職員配置があるという共通認識を現在は持っていない。それぞれの子ど

もに合わせた治療的環境を各施設が独自に探っている状況であり、必要に応じて、所属

集団の大きさを変えたり、また、参加場面を機能的に広げたり狭めたりできることが、

治療的、機能的な構造と考えることが必要である。すなわち、生活環境を一律にしてい

くよりも、個々の治療的な手法探索のために多様な環境を作れるような状況を保持する

ことが望ましい。 

また、施設の入所定員が 10 人から 20 人であるという小規模施設や、ニーズの発生状

況、入所を希望する子どもや家族の傾向などによる地域特性等もあり、それぞれの施設

の規模や運営方法が工夫できる形態を作ることも考えておく必要がある。 

 

（３）今後の調査・検討課題 

子どもの状態、課題に合った治療的な子ども集団や職員のケアのあり方について、児

童心理治療施設の治療では、子ども集団の中での経験や職員との関わりを治療的に生か

すことが肝要である。子どもの状態、課題に合った集団としての適正規模は、どれくら

いか、関わる職員集団の構成やチームケアのあり方はどうかという観点からの探究が必

要である。そのために、例えば以下のような点について、子どもの状態、課題をもとに

考えていくことが求められる。 
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① 子ども間の刺激のコントロールのために必要な環境と集団構成について 

② 入所児童に対応する治療的生活及び心理治療職員の必要数と適正配置基準について 

 

（４）小規模化を行う場合の職員体制と施設運営の課題について 

・職員の協力体制の問題 

少数規模化における少数職員体制においては、職員のキャリアや特性の組み合わせ

による対応が出来にくく、重層的・補完的な支援ができない。また、個々の職員の色

がより強く出やすくなることで、安心安全の基盤となる子どもとの関係に、柔軟に対

応できる雰囲気や構造を作りにくくなることもある。 

・生活環境の課題 

子どもの支援に手が取られ、買い物・調理、洗濯や掃除など日常的な家事を担うこ

とが困難になることがしばしば発生し、生活環境の維持が不安定となる。現在は、専

門化と一定のスケールメリットによる、家事の効率化が治療的環境を支えている。 

・職員養成と職員の定着 

この報告書においては常時 2 人の配置が書かれているが、おそらく生活を運営しな

がらトラブルに対応することで精いっぱいで、OJT の機会が取りにくく、職員養成が

難しい。また、この配置基準でも 4 日に一回に泊まりとなり、職員の負担が大きいこ

とで、離職につながりやすくなる。短期間での職員交代は専門性の向上は難しく、高

度な専門的ケアを必要とする児童心理治療施設の専門性を保てない。 

   また、子どもにとっても職員との別れが多くなることは、喪失体験を重ねることに

なり成長に望ましくない。 

 

２、地域分散化に関する考え方 

（１）地域における支援機能の拡充 

報告書にあるように、子どもの問題についての専門的支援を行ってきた児童心理治療

施設は、市町村の支援機能の拡大による事業の受け皿として、その機能の地域への拡大

を図ることを求められており、通所、相談機能の拡充について積極的に対応していく必

要があると考える。また、交通の便の悪いところにある施設や、県内に一つしかない施

設においては、地域にいくつかのサテライトの相談室をもつことも考えられる。 

これらについては、「児童心理治療施設の近未来像」として集約していく予定である。 

 

（２）入所支援機能の地域分散化について 

入所治療に関しては、前述したように、一定期間の家庭や地域からの分離による治療

的構造は、児童心理治療施設として不可欠である。  

① 子どもの状況 

児童心理治療施設は、地域での生活では不適応状態になった子どもが集まってくる施

設である。引きこもりの子どもなど居所から地域に出ることが難しい子どもも多く、地
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域との交流が少ない守られた環境の中で、医療、心理、福祉、教育の各専門家が施設に

会して治療を進めてきた経緯がある。すなわち、地域分散化は、これまでの機能集中型

の児童心理治療施設の利点を生かしにくくすると考える。例えば、施設の子どものため

の特別支援教育を用意しているが、分散した地域からは施設内分教室に通うことが困難

となる。また、他のユニットの子どもたちとの交流も減ることにより、護られた中での

対人関係技能を身に着ける機会が持てなくなる事も考えなければならない。 

  さらに、家族に居所を知らせていない子どももおり、地域で暮らすことによる危険性

にも考慮しなければならない。 

② 職員の連携  

児童心理治療施設は、他職種の専門職員の連携による総合環境療法が特徴であり、地

域に分散された場合、物理的な距離ができるために専門チームによる臨機応変な連携が

難しくなり、小規模化によるリスクがさらに大きくなる。 

 

３、まとめとして 

これまで述べてきたように、今回発表された「新しい社会的養育ビジョン」の一部は、

今まで児童心理治療施設が培ってきた総合環境療法の技法や治療特性、特に児童心理治

療施設を必要とする子ども達の実情との乖離が大きいことから、全国児童心理治療施設

協議会としては、小規模化、地域分散化に関しては、さらなる検討と慎重な取り扱いを

お願いしたい。 

 加えて、報告書の中に「なお、上記特別な場合を除く、施設（ユニットケアや施設内

グループケアを含む）は、「できる限り良好な家庭的環境」としてみなすことができない

ため、このような形態の施設の新たな設置（改築）計画は慎重に検討されなければなら

ない」（p.30）と書かれている。示された人員配置が整う目途もない現状で、建物だけは

地域分散化をもとにしたものを作ってしまうと、これまで培ってきたノウハウも使えず、

職員の手が少なく応援も呼びにくい状況が作られ、職員の負担が相当大きくなり、子ど

ものトラブルにも適切な対応ができなくなることは明白である。すでに新設計画が進ん

でいる施設もいくつかあるため、この一文は少なくとも示された人員配置が整うまでは

留保していただくよう強くお願いするともに、各自治体にもその旨を伝えていただくこ

とを強くお願いする。 
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社会的養育専門委員会への意見書                平成２９年１０月２3日  

                             （一社）日本ファミリーホーム協議会 

                                       会長 ト蔵康行 

 

改正児童福祉法の理念を具体化するために打ち出された「新しい社会的養育ビジョン」について、 

大きな方向性として本会は賛意を表すものであるが、以下の４点に関し意見を申し述べる。 

 

１．家庭養護としてのファミリーホームのあり方について 

新たな社会的養育の在り方に関する検討会において、ファミリーホームの現状についてはさまざ

ま議論が行われてきた。特に、ファミリーホームの家庭養護としての理念から離れた（いわゆる

施設的）ファミリーホームの存在に関して疑問が投げかけられてたところである。そうした議論

を受け、家庭養護としてのファミリーホームの要件として養育者の里親登録の義務化がビジョン

に記された。ファミリーホームは、家庭養護の推進、里親制度の拡充を目的として本来、制度化

された経緯がある。 

・ビジョンに書かれている養育者の里親登録義務化だけでは十分ではない。里親登録は、最低限

の条件として必要ではあるが、家庭養護としてのファミリーホームの要件を以下のように定義し、

今後、新たに開設されるファミリーホームは、個人型、法人型を問わずこの要件を満たすことが

必要と考える。  

（１） 養育者が固定され、安定した人間関係による愛着形成の場となること。 

（２） 児童は、養育者の家庭に迎え入れられる。養育者は、２４時間３６５日ファミリーホ

ームに住み、子どもと生活と時間を共有し共に暮らすこと。 

（３） 日々の生活が日課や規則などに管理された生活ではなく、家族として柔軟で相互コミ

ュニケーションに富む暮らしを地域の中で送ること。 

（４） 法人による開設であっても、地域小規模グループホームとは異なり“養育者の家庭に児童

を迎え入れる”という理念が守られること。養育者の家庭であるファミリーホームに住み、

地域の中に存在すること。 

（５） 養育者は、里親登録すること。 

・同時に、ファミリーホームにおける養育の質の担保のために、養育者の要件についての検討も

必要ではないか。多人数養育のための一定の経験が求められる。 

 

２．家庭養護の推進と年限を明確にした取組目標について 

代替養育については、家庭養育を原則とすることについては当然、賛成である。一方で 5 年、7

年、10 年と年限を区切った工程については、里親制度やファミリーホームの現状から実現は容易

ではない。受け皿となる里親の質・量ともに更なる拡充強化が不可欠であると同様に、ファミリ

ーホームについても設置促進のための制度の充実と併せ、家庭養護へむけた支援の強化が必要と

される。 
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３．フォスタリング機関事業 

・フォスタリング機関事業は、家庭養育推進のために必須の事業である。児童相談所中心の里親

関連事業には、児童相談所の現状から限界があり民間が担う必要がある。ファミリーホームにつ

いてもフォスタリング機関事業の対象とし、開設や運営への支援及び専門研修なども一体的に行

うことを求める。 

但し、現状では各都道府県等において様々な地域格差があり、全国展開には実施機関に関しての

課題がある。地域格差の生じないようにすることが必要である。 

・考えられる実施機関としては、里親支援事業を実施する民間団体、児童養護施設、乳児院、児

童家庭支援センター、障害児入所施設、児童発達支援センター、里親会、ファミリーホーム協議

会などがあるが、家庭養護推進の役割を担いうることから早期の事業化を要望する。 

 

４．ケアに応じた措置費の加算 

現状として、ファミリーホームには、障がいのある子どもや被虐待児、中高生など思春期の高齢 

児童の委託が多くあり、極端な場合には、家庭養護としては受け入れ困難な児童の最後の委託場

所とさえなっている。こうした現状から、加算を求める要望や「常勤１+非常勤２」という事務費

の積算の見直しを求める声が少なくない。 

・ケアニーズの内容や程度による加算制度を導入し、その程度によってファミリーホームへの委

託費を決定する仕組みを導入することについては、早急に実現願いたい。 
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「新しい社会的養育ビジョン」とこれを踏まえた今後の施策について（2017年 10月 24日版） 

 日本社会事業大学専門職大学院 宮島 清 

 平成 29年 8月 2日に「新たな社会的養育の在り方に関する検討会」がまとめられた標記のビジョンは、

日本の社会的養護と子ども家庭福祉の在り方の方向についての問いかける極めて意欲的なものであると

考えます。特に、一時保護所の抜本的な改革や家庭養護推進のための多様な種類の里親の創設、里親に

伴走して支えるソーシャルワークの必要性、子どもの利益を中心とした養子縁組を増やすこと、里親委

託と施設入所を同時に行うこと、これらへの子ども本人の参画や実親を排除しないための仕組の整備、

施設ケアの水準を大幅に改善させるための職員配置の改善、拡充すべき社会的養護の対象に障害のある

子どもを加えること、曖昧になりやすい子どもの自立支援における責任の明確化などについては、是非

とも実現することを願っています。 

 しかし、その一方で、これらを実現するために必要な市町村、児童相談所、児童福祉施設、その他の

機関の体制整備や人材の確保と育成についての記述は、不十分である或いは現実的でないと感じられる

ものが少なくありません。その幾つかについて、以下のとおり申し上げます。 

 

１ 新しい社会的養育の第一順位は、子どもと保護者を地域で支援することだと思います。これを踏

まえれば、児童福祉法第 10条の２で市町村に整備の努力義務が規定された「児童及び妊産婦の福祉

に関し、実情の把握、情報の提供、相談、調査、指導、関係機関との連絡調整その他の必要な支援

を行うための拠点児童及び妊産婦の福祉に関し、実情の把握、情報の提供、相談、調査、指導、関

係機関との連絡調整その他の必要な支援を行うための拠点」に配置すべき職員の基準の改善が是非

とも必要だと考えます。 

  ア 例えば、小規模Ｂ型：児童人口概ね 0.9 万人以上 1.8 万人未満（人口約 5.6 万人以上約 11.3 

万人未満）の場合で、「子ども家庭支援員を常時２名（１名は非常勤形態でも可）、虐待対 

応専門員を常時１名（非常勤形態でも可）の常時計３名以上」とされており、実質的には、「常

勤１と非常勤２」でも良いということであり、行うべき業務に照らして、これは全く現実的で

ない体制です。 

   イ 新しい養育ビジョンは、「市区町村子ども家庭総合支援拠点」の全国展開により、子どものニ

ーズにあったソーシャルワークをできる体制を概ね 5年以内に確保する」としていますが、人

口 10万人という都市は、地方においては、かなり大きな中核的な都市です、このような都市で

さえも、上記の職員配置で示された業務を担いうると想定したのでしょうか。 

   ウ このような状況を補うためにも、保育所へのソーシャルワーク機能の付与、母子保健との連

携、児童家庭支援センターの設置促進は重要です。市町村の業務の一部を民間法人への委託な

どが必要だと思いますが、しかし、それであっても、市町村が「支援の主な担い手」として直

接に支援を荷うことは避けられません。連携や協働は、省力できるどころか、そのための業務

が増すことの方が多いのです。現状でも、母子保健からの関与要請を断り、対応すべき事案が

溢れているために新たな関与に消極的な児童相談所の間で対応に苦慮し、或いは「形式的な対

応」や実質的には何の対応も行っていない「見守り」に終始している例がしばしば見られます。

新しい養育ビジョンは、11頁において「国は、市区町村が以下の支援ニーズの各段階での支援

が行えるような十分な財政的支援を行う必要がある。」としています。このためには、「市区町

村子ども家庭総合支援拠点」の職員配置基準の改善、特に職員の常勤化こそ必要なのではない

でしょうか。 

    ※高齢者福祉で、中学校区単位に設置されている地域包括支援センターには、社会福祉士・保

健師・主任ケアマネの 3人の常勤職員が配置されています。「市区町村子ども家庭総合支援拠点」

は、名称は立派ですが、実質的に支援が担える体制とは到底考えられません。 

   エ 新しい養育ビジョンには、昨今配置が進んでいるスクール・ソーシャルワーカー（以下、SSW

と記す）に関する記述が見られないように思いますが、見落としでしょうか？一方、様々な文

書において SSWは、教育と福祉をつなぐ役割があるという記述が多くみられます。筆者は複数

の教育担当部署における事例検討会に定期的且つ継続的に参加していますが、対応に苦慮した

学校が SSWに関わりを求め、SSWがその子どもの対応に苦慮して市区町村や児童相談所に関与を

求めるような事例にしばしば出会います。地域で子どもと家族を支援する体制を現実的なもの

とするためには、SSWを各学校に常勤で配置することを求め、その SSWが子どもと家族に直接支

援を行えるようにすることが不可欠だと考えます。 
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   オ 新しい養育ビジョンには、「平成 28年の児童福祉法抜本改正を踏まえた『新しい社会的養育

ビジョン』に基づき、それを推進する計画」（48頁）、「都道府県等は、『家庭養育推進計画』（フ

ォスタリング機関事業を平成 32年度末までに創設して、家庭養育を推進する計画※）」（49頁）、

「都道府県等は、乳幼児の受け皿となる家庭養育の推進と乳児院の機能転換を図る乳幼児家庭

養育移行計画」（49頁）、「都道府県等は、学齢以上の子どもの代替的‥（中略）‥概ね 10年以

内を目安に里親委託率 50％を実現する計画」（50頁）、「都道府県等において、‥（中略）‥都

道府県一時保護適正化計画（平成 31年からのの５年計画）」（51頁）、「児童相談所の機能向上に

関しての改革を調査・保護・アセスメント機能と支援マネージメント機能への機能分化も含め

て実施する計画」（52頁）、「児童相談所管内に人口規模に応じて 1か所以上の児童家庭支援セン

ターを設置する計画」（54頁）の策定或いは作成を求めているとともに、「本報告書に基づき、

各市区町村が都道府県とともに、妊娠期から自立まで、及びポピュレーションアプローチから

在宅措置・通所措置委託といったハイリスクアプローチまで、子ども家庭支援の全体構想を構

築し、都道府県がそれを集約する‥（中略）‥その構想を策定‥（中略）‥市区町村は、上記

構想を平成 36年度までに実現することとし、都道府県はそれをモニタリングし、支援を行う」

（53頁）と記述していますが、児童福祉法の改正の趣旨からすれば、市区町村が自ら「計画」

を策定することが重要だと考えますが、市区町村に求めるのは「計画」ではなく、敢えて「構

想」として、且つ、「構築」という表現を使用しているのは何故でしょうか。なお、ここでのと

りまとめの責任母体が、都道府県とされていますが、市区町村ではどのような作業や事務が発

生することを想定していますか。また、都道府県が市町村にそのような構想を構築することを

求め得る根拠はどこにある（何にある）と考えられていますか。 

 

２ 新しい社会的養育ビジョンは、前項のとおり様々な計画の策定を都道府県に求めていますが、都

道府県の側は、財政や人事担当部署から、「先の計画の１期も終了しないうちに、何故新たな計画を

策定する必要があるのか」という問いに晒されることが容易に想像されます。確かに、児童福祉法

28年改正は、大まかには新たな計画を策定する必要として根拠になりえますが、それでも、①国に

は予算確保の見通しがあるのか、②都道府県に生じる新たな財政負担の財源はどのように考えられ

ているのか。③新たな計画の策定を国が都道府県に義務づける法令上の根拠はどこになるのかとい

う問いに応えられなければ、実際にその実現が期待できるような都道府県等の計画が策定されると

は思えません。 

  平成 30年度の厚労省の概算要求の内容は、新たな社会的養育のビジョンの実現を裏付ける予算措

置が盛り込まれたというようには受け取れません。養育ビジョンの内容を精査し、精査した内容を

実現するためには国において実際に必要となる所要額がどの程度になるのか。また、都道府県や市

区町村においての新たな生じる財政負担がどの程度となるのか。その財源確保の見通しがあるのか

どうか。これらが明示される。より具体的に言えば、そのために消費税のアップによる財源が充て

られるというような意志決定がなされることでもなければ、市区町村や児童相談所に新たな、且つ、

実現をめざすような計画の策定を求めることは難しいのではないでしょうか。 

 

３ 代替的監護において家庭養護が優先して選択されることは、是非とも必要なことだと思います。

しかし、それを「施設養護」の否定を前提として対立的に論じていることは受入れ難いことです。

また、家庭養護には「特定の養育者との継続的な関わり」「多様な生活体験」「地域の中で営まれる

生活」などにおいて明確な優位性が認められますが、家庭である故の「脆さ」や「危険」も想定し

ておかなければなりません。これらを踏まえれば、家庭を理想化するかのような「新しい養育ビジ

ョン」の記述は受入れがたく、危険であるものも少なからず認められるように思います。そのうち

の幾つかと、養育ビジョンの記述を肯定した上で、これを受けて対応すべきと考える幾つかのこと

等について述べたいと思います。 

ア 新しい養育ビジョンには、「永続的な解決」という表現が見られます。そしてその大部分が養

子縁組を行うことの意味で使用され、一部が、生物学的な親を中心とする保護者（以下、「実親」

とする）に家庭引取りをして養育が安定することの意味で使用されているように思われます。

しかし、この「解決」という用語は、自分のもとに引き取ることができない実親にとっては、

到底受け入れられない表現だと思われます。また、成長とともに湧き上がる「内的問い」に向

き合わざるおえない子ども本人にとっても受入れ易い言葉だと思うことはできません。養親に
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とっても、養子縁組の成立は、まだまだ養育の開始に属する時点のことに過ぎません。このよ

うなことを踏まえれば、「永続的解決」という言葉の使用例は適切なものではなく、「養育にお

ける永続性の保証」「永続性のある養育の保証」といった言葉に置き換えるべきです。なお、実

親に引き取られる場合でも、残念ながら、「解決」という言葉が相応しい状態は少なく、様々な

課題を幾つも乗り越えなければならないことが常であり、支援が必要な状態が続き、再度、代

替的監護が必要となることが少なくないことを留意しておくべきです。実際の事例では、Aとい

う施設から退所し、家庭に帰った後に再び養育困難となり、A施設に戻れず、B施設に入所する

といった例が少なからず認められます。 

   イ 前項の内容と一部重なる内容ですが、里親委託や養子縁組を同意しないことが、実親の中途

半端さや措置を行う児童相談所の不作為に、主たる原因があるように読めて仕方がありません。

もちろん、そのような例があることも事実だと認識していますが、不十分な児童相談所の体制

や「家庭養護」の「使いにくさ」にも大きな原因があると考えています。フォスタリング機関

を、質がともなうかたちで、全国に整備することが必要であることは、大いに賛成するところ

ですが、たとえ一連の業務を創設される新たな機関に委託したとしても、その機関と措置委託

者である児童相談所を結ぶ里親担当専任 SWや養子縁組の成立を支援する専任の SWを置かなけ

れば、養育と措置決定の溝や距離が拡がってしまう可能性があります。また、この溝や距離が

拡がることは、実親と家庭養護との距離が拡がることにつながってしまうでしょう。実親が、

安心して子どもを預けられる里親養育、実親が親として尊重される里親養育、子どもの養育の

状況を知ることができて適切に交流できる里親養育、実親が排除されない里親養育にしなけれ

ばならないと考えます。 

   ウ 里親養育が不調となると、子どもにも里親にも大きな傷を与えることになります。里親委託

を推進するためには養育の不調を防ぐことが極めて重要です。そして、この中でもとりわけ重

要なのが、里親による委託児童への虐待の発生の防止です。これへの具体的な手立てについて

は、フォスタリング機関の業務について、里親のリクルート、登録の在り方、研修、マッチン

グ、交流、委託後の定期的な訪問などにわたり具体的に検討を進めることになろうと思います

が、これと併せて、被措置児児童虐待の防止についての仕組みを、施設養護中心のものから、

里親委託にも対応したものとすることが不可欠であろうと思います。 

   エ 子どもの利益を中心とした養子縁組を進めるためには、先にあげたように、各児童相談所に

そのための職員を置くことが必要であると考えますが、それと同時に、間もなく許可制になる

養子縁組あっせん機関に対して、一定の水準を充たした場合には、その業務を担う職員の人件

費等を補助し、質の高い支援を行いうる基盤と体制を裏付けることが不可欠だと考えます。現

状での平成 30年度の国予算の要求内容では、これらの機関の職員の研修のための経費と一部の

相談援助に要する費用を手当するだけであり、養親となることを希望するものが、手数料の名

目で、子の分娩に要する費用などを負担するという枠組みに変更がないように推察されます。

これでは、「対価を払って子どもを貰い受ける」ことを国が追認することになるのではないでし

ょうか。子どもの命を守り、永続的な養育を保証する。子どもにとっても、実親にとっても、

そして養親にとっても安全な養子縁組を推進するためには、分娩に要する費用、養子縁組の前

に行われる養育についても国と自治体が支弁することが必要であると考えます。 

 

４ 現時点での最後に質問と意見として、都道府県の措置と一時保護について、述べさせて頂きます。 

   ア 新たな社会的養育ビジョンは、児童福祉施設への新規の入所措置を停止することを記述して

います。ご存じのように乳児院や児童養護施設への入所は、児童福祉法第 27条 1項 3号措置と

して行われます。これは、「進むべき方向性」について検討会がまとめた報告書ですから、それ

自体を否定することはできませんが、実際にこれを行う場合には、どのような法的な手続きが

必要なのかについては確認が必要だと考えます。地方自治を守り、地方分権の推進が進められ

て来た中にあって、あたかも中央集権国家のような報告書の記述には違和感を禁じ得ません。

このあたりのことが検討会の取りまとめに際しては議論にならなかったのかを含めてお聞きし

たいと思います。 

   イ 冒頭でも述べたとおり、一時保護の抜本的な解決は喫緊の課題です。しかし、これも前項の

ように自治に関わることですから、一筋縄でできることではありません。少なくとも、第三者

評価の導入や担当職員の研修の実施、通学時の送迎の経費や日用品費の程度のことで実現でき
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ることではありません。報告書本文においては、「施設の定員枠の設定」といった踏み込んだ記

述もありますが、既存施設を解体し、児童養護施設の比して大幅に上回る職員を置き、更に公

教育導入の義務づけなどをしなければ、現状の手直し程度で終わると危惧します。 
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平成 29年 10月 25日 
社会保障審議会児童部会社会的養育専門委員会

委 員  森 下 宣 明 

新たな社会的養育の在り方等の検討にあたって

社会福祉法人 全国社会福祉協議会

全 国 乳 児 福 祉 協 議 会

会 長  平 田 ルリ子 

 私たちが日々、乳児院現場において向き合っている乳幼児・家族のニーズに対応するた

め、以下意見いたします。

１．乳児院の機能を新たな社会的養育に活用すべきです。

○ 乳児院では、社会的養護を必要とする乳幼児・家族のため、以下をはじめとして取

り組んでいます。

緊急性を要する乳幼児の 24時間 365日の一時保護等受け入れ、その生命の保護と
安心・安全な環境での養育

病気、障害、被虐待等の重篤な課題のある乳幼児に対する医療・看護・リハビリ・

心理療法等のスタッフの協働による専門的なケア

小規模環境・個別対応を重視した乳幼児とのアタッチメント形成

家庭に帰す・つなぐことを目標とした乳幼児・保護者に対するアセスメント

地域の関係機関に加え里親とともに行うチーム養育による里親支援

⇒ 取り組みの詳細については、別添の検討会提出意見等をご参照ください。

○ これらの取り組みは、結果およそ半数の乳幼児が家庭復帰するなど、平成 28 年改
正児童福祉法の目指すものにも通じており、今後一層の機能強化のもとで、乳幼児と

のアタッチメント形成とファミリーソーシャルワークを主軸とした地域における「乳

幼児総合支援センター」への変革を目指しています。

○ 里親の専門性向上や児童相談所によるソーシャルワーク強化などにはきめ細かな対

応と相当の時間を要することも踏まえ、新たな社会的養育においては、乳児院のノウ

ハウや強化された機能を最大限活用し位置づけてください。

○ また、とくに今後の新たな社会的養育の具体化の検討においては、こうした乳児院

の実態を踏まえることが必要であり、様々な検討の場への乳児院現場関係者の参画を

求めるとともに、引き続き意見・提言を図ります。

２．十分な予算措置の必要性

○ 国において、また都道府県推進計画の見直しにあたっては、新たな社会的養育を確

実にすすめることができるだけの必要・十分な予算措置が講じられるべきです。
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別添資料 

「新たな社会的養育の在り方に関する検討会」等への 

全乳協提出意見 

【別添１】 第 2回検討会（平成28年 9月 16日開催）ヒアリング提出意見 

【別添２】 検討会・奥山眞紀子座長との意見交換会（平成29年 4月 27日開催） 

提出資料 

※奥山座長と全乳協との意見交換会を実施した際、全乳協から提出した

資料

【別添３】 第 14回検討会（平成29年 5月 26日開催）提出意見 
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1 

2017.4.27 
「新たな社会的養育の在り方に関する検討会」

奥山座長との意見交換

全国乳児福祉協議会

平成２８年９月１６日のヒアリングにおいて、全国乳児福祉協議会として児童福祉法改

正の趣旨を前向きに捉え、現行の機能を発展させる方向性を伝えさせていただいた。

全国の乳児院のデータや私たちが日々現場で出会う子どもや家族の実状は、多様な支援を

必要とする家族の存在を浮き彫りにしていると捉えている。

改正児童福祉法の第三条の二に示されたとおり、まずは第一義には家庭、保護者への支

援を重視するべきであり、それこそまさに乳児院が担ってきた基本的な援助活動、支援活

動である。それゆえに、乳児院は児童福祉法に位置付けられている。乳児院の実態から乳

児院を必要としている子どもと保護者の代弁者としての立場からも、発言させていただく。

改正児童福祉法 

第三条の二  国及び地方公共団体は、児童が家庭において心身ともに健やかに養育されるよう、児童

の保護者を支援しなければならない。ただし、児童及びその保護者の心身の状況、これらの者の置かれ

ている環境その他の状況を勘案し、児童を家庭において養育することが困難であり又は適当でない場

合にあっては児童が家庭における養育環境と同様の養育環境において継続的に養育されるよう、児童

を家庭及び当該養育環境において養育することが適当でない場合にあっては児童ができる限り良好な

家庭的環境において養育されるよう、必要な措置を講じなければならない。

１．家庭へ帰す（家庭復帰）、地域へ帰すための支援

 乳児院では、まず「家庭へ帰す」ための援助活動・支援活動に多くの時間を費やしてい

る。乳児院の退所理由(措置解除)の 1位は家庭引取であり約半数を占めている。
また、保護者と子がともに暮らすことができない理由とその関係にいたった時間によっ

ては、「家庭に帰す」という乳児院での過程に倍以上の時間を要するということであり、そ

して入所期間は、十分なアセスメントにより設定されるものと考えている。

たとえば、

① 子どもに求められる支援

⇒ まず生体リズムを整える。うまくミルクが飲めない子どもに 40分かけて授乳し
たり、抱けば体が突っ張る子どもにスリングや赤ちゃんマッサージ等で胎内体験

からの取戻しを行ったり噛まない子どもへの対応など大人がかかわる心地よさ

と子どものアセスメントに応じた個別のかかわりを行う。

② 家族とくに母親の困りごとへの支援

⇒ 抱くのがこわい、眠れない等の相談対応や、保護者のタバコ臭で咳き込む子ども

【別添２】
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のために母親の入浴から面会に入る手順を行い、保護者が面会を楽しめるような

支援や役所へ福祉等の申請に一緒に赴くなど保護者の要望に応じた支援を行う。 

③ 子どもとの関係づくり

⇒ 「子どもに何と声かけしたらよいかわからない」「あやすって何」など子どもと

接し方がわからない保護者へ、その子の特徴や喜ぶポイントを伝えて距離を少

しずつ縮めていく支援を行う。

④ 子どもを育てるための養育体験への支援

⇒ 泣くと困るとの訴えに「泣き」に一緒に付き添って対応したり、グループ生活の

中で時をともに過ごし離乳食づくりや食事介助などの養育体験を行う。 

⑤ 生活を営むための支援

⇒ 引取りのために保護者の自宅で一時的に保護者と子のかかわりや遊びなど生活

をしてみたり、子どもの発達に応じた関わりができるよう困った時に相談できる

よう乳児院の担当者を決めて定期・不定期に連絡をとっていたり、また関係機関

との連携を作ったりする。

など保護者と子の状態の変化や、関係性の修復の時を経て、「家庭へ帰す」ことの取り

組みをきめ細やかに進めるとともに、関係機関と連携し段階を設け実施している。

また、この取り組みは乳児院が行う子育てサロンなどの地域への支援事業につながって

いる。さらに付け加えるならば、乳児院には家庭復帰や措置変更、里親委託後も多くの家

族がその成長を伝えに来訪される。大人に成長した子ども自身が、ルーツ探し(出自・自
分探し・アイディンティ)の来訪も少なくない。

「乳児院の退所理由(措置解除)の 1位は家庭引取であり約半数を占めている。」

２．家庭復帰が難しく、また行先の定まらない子どもと保護者への支援

 家庭復帰が難しく、また行先の定まらない子どもの発達状況や課題を見極めつつ、保護

者との関係性に十分な配慮をしつつ、保護者が養育できるようにと時間をかけながら、保

護者と子の次の生活の営みの場へとつなぐよう援助・支援している。

とくに精神疾患や知的障害のある家族は、養育能力に支障があっても「育てたい」との
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意向が強く、そして面会も頻回である。そうした保護者や家族ほど、里親委託の同意を得

ることが難しいケースが多い。

一方、虐待した親の心の痛みの回復、子どもの障害の受け入れには時間を要する。

そして、子ども自身の発達の課題が重い病気や障害のあるケースも多い。そうした子ど

もの場合、療育には十分に配慮しながら対応しなければならないし、さらに感情の起伏が

激しかったり、パニックが収まりづらかったりと、子どもに育てにくさもあるため、十分

な経験と専門性のある看護師・保育士等職員が連携・協力しながら養育にあたっている。

当然ながら、子どもの育ちの見極めとより細やかなケアと保護者支援が必要だが、家族

を切り捨てずに、「家族に帰す」との基本をもとに、親と子の次の生活の営みの段階へ丁寧

につなぐ支援を行う。

３．医療型の乳児院

医療型の乳児院では、病院などから入所してくる疾病や障害のある乳幼児を一手に引き

受けている。今後とも、そうした緊急性のある乳幼児を受けとめる医療型の乳児院の確保

は必要であり、さらなる整備が不可欠である。一時保護の増加もしかりである。

また、医療型障害児入所施設（重症心身障害児施設）が日本赤十字社付属乳児院の入所

児童のために作られた歴史があるように、行き場のない子どもの入所期間が長期化してい

る現状もある。医療型障害児入所施設や障害児施設へつなぐ場合は、入所待ちが多く子ど

もの発達状態に応じた対応に時間を要している。

「「健全」は年々減少し、医療や療育の対応が必要な子どもの入所が増加している。」

４．新たな社会的養育の検討会への意見 

① 乳児院は、乳幼児の入所生活施設としてのコアの基盤と機能があってこそ、乳幼児の

養育と親支援のノウハウと専門性を積み上げられている。その家庭復帰へのノウハウ

があってこそ社会的養育の果たすべき親支援、地域の子育て支援に生かせるのであ

る。さらに、里親支援にも生かせることだと踏まえている。

② 乳児院の保護者状況で「実父母あり」は 52.9％であり、保護者との交流は他の代替養
育よりはるかに高い。面会交流は 54.1％。一方、里親委託では「実父母あり」が 21.9％、
「両親ともいない」が 42.9％である。乳児院の実態からは、実親を孤立させずに、子
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どもと実親をつなぎ支える支援が重要だと理解している。

「児童養護施設入所児童等調査結果(平成 25年 2月 1日現在)より」
③ 仮に、乳児院が「包括的な里親支援機関のみ」と、その役割をかえるような検討会の

方向性となるならば、これまで乳児院が担ってきた「家庭へ帰す」というソーシャル

ワークの専門的機能は、どこがやれるのか、担うのだろうか。検討会では、「児童相

談所や市町村」との考えがあるようにうかがえるが、児相等では、虐待通報対応だけ

で動きがとれない実態にあり、また市町村行政の取り組みや機能の後退、格差の実態

に照らしても、とても担えるものではないと、われわれは判断している。

④ 改正児童福祉法では、「子ども虐待に関する市町村の役割を強化する」との方針がだ

されたが、とりわけ乳幼児にかかわる緊急的な受入れや保護者と乳幼児に対する継続

した専門的養育ケアは、どのような機関が担っていくのか）

⑤ すでに、乳児院や児童養護施設の入所数は微減しており、里親委託が増えている実態

にあり、その傾向は実態として続くと受けとめている。一方、乳児院の入所では、重

い病気や障害などと、養育上の課題のある乳幼児と子育てに課題のある親への支援が

不可欠となっている。平成 27年度全国乳児院入所状況実態調査では、病気等が全く
ない「健全」な子どもの入所が入所児数 39.8％であった。健全な乳幼児は、家庭や里
親等へはやめに措置解除になっていくが、6割は病気や障害があり、なかなか受け入
れ先が決まらない子ども多いが、それでも 77.6％は 2年未満で退所している。

⑥ 「乳児院の入所を減らし、里親へ委託」との入り口の制限や、里親か、乳児院か、な

どと単に社会的養護の方途を比較するのではなく、まずは子どもの最善の利益を保障

するための選択肢を増やすことが重要である。親を受けとめ、しっかりとアセスメン

トをはかり、もっとも適切な養育と親支援の方途を選択すべきである。そのことが厳

しい課題のある子どもや親・家族を切り捨てない支援につながるものであり、より効

果的と考えている。

⑦ 全国乳児福祉協議会が、積極的に「包括的里親支援事業」に取り組む方向性を持って

いるのは、子どものニーズにそった養育を提供できる里親を増やしていきたいからで

ある。そして、支援を必要とする里親の存在、支援の行き届いてない存在に出会って

いることもある。

⑧ 現実の里親基礎研修は２日程度、認定前研修も 2 日程度、更新研修 1 日と内容も大
変に乏しい。厳しい養育課題への里親個人の対応力にも限界があるなかで、養育過程

の不全の問題も起きている。欧州では、里親の養成のために長い時間と財政投入を図

ってきたことで、今があると聞いている。しかし、日本では、そうした対応策も実現

されないままに、国連の指針などの理念・理想だけの受け売りが先行しているように

受けとめている。

⑨ また、一部の地域では、公然と「里親は費用が安い」との導入理由と上げている行政

が散見されるわけで、それこそ「子どもを主体」にしてないという、無責任な大人の

問題である。

⑩ 本検討会でのまとめが理念や理想を先行してしまう内容となるなら、また現在の社会

的養護の実態を反映されるものでなければ、サイレントマイノリティである乳幼児の

最善の利益の喪失の危機と言わざるをえない。さらに、志を抱きながら日夜養育に取

り組んでいるサイレントマイノリティの乳児院関係者の強い失望とモチベーション
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の喪失との危機を強く感じている。本検討会には、乳児院を運営している委員も参画

している。どうか、今後の社会的養育の体制の在り方については、現実の社会的養護

の現場実態に照らして発展させていただきたい。

「平成 25年度を境に、“一時保護委託児数”が“乳児院措置入所児数”を上回っている。
平成 25年度の調査では、一時保護委託児の 60％、措置入所児の 46％が家庭復帰している。
一時保護委託では、とくに緊急一時保護委託を午後６時から明朝８時までの夜間帯に受け入れた

割合は全体の 23.5％を占めていた。」

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27
委託一時保護全数 6215 6354 7664 7504 7254 7544 9175 10142 11385 12204 13174 13847
乳児院一時保護児数 1047 1252 1472 1406 1461 1502 1851 1872 2202 2098 2372 2465
乳児院措置入所児数 2732 2657 2571 2420 2523 2353 2311 2246 2252 2099 2126 2025
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図３厚生労働省福祉行政統計にみる乳児院の措置児数と一時保護委託児数の推移
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児童の代替的養護に関する指針(国連総会 2009 年 12 月採択決議)

Ⅱ.一般原則とその家族 

Ａ.児童とその家族 

3.家族は社会の基本的集団であると同時に、児童の成長、福祉及び保護にとって自然な環境であるた

め、第一に、児童が両親（又は場合に応じてその他の近親者）の養護下で生活できるようにし、又は

かかる養護下に戻れるようにすることを目指して活動すべきである。国は、家族がその養護機能に対

する様々な形態の支援を受けられるよう保障すべきである。

乳児院の措置解除の乳幼児の半数は、家庭復帰である。乳児院は家族の養護機能への支援の役割をは

たしていると受け止めている。 

Ⅱ.一般原則とその家族 

A.児童とその家族 

5.児童自身の家族が、適切な支援を受けているにもかかわらずその児童に十分な養護を提供できず、又

はその児童を遺棄若しくは放棄する場合、国は所轄の地方当局及び正式に権限を付与された市民社

会団体と共に、又はこれらを通じて、児童の権利を保護し適切な代替的養護を確保する責任を負う。

Ⅶ.代替的養護提供 

B.児童に対する法的責任 

1. 公式の養護を担当する機関及び施設+ 

106.全ての機関・施設は、その目的を確実に果たせるようにするため、その目的、方針、方法、並びに

資格を有する適切な養護提供者の採用・監視・監督・評価に適用される基準などに関する、明文化さ

れた方針と実施規定を本指針に沿って整備すべきである。

乳児院は、児童福祉法に基づき位置づけられる「公式に養護を担当する施設である」と認識し、「児童

の安全、福祉及び発達」の専門的な役割を果たしていると踏まえている。 

Ⅶ.代替的養護提供 

C.施設養護 

123.施設養護を提供する施設は、児童の権利とニーズが考慮された小規模で、可能な限り家庭や少人数

グループに近い環境にあるべきである。当該施設の目標は通常、一時的な養護を提供すること、及び

児童の家庭への復帰に積極的に貢献することであり、これが不可能な場合は、必要に応じて例えば養

子縁組又はイスラム法のカファーラなどを通じて、代替的な家庭環境における安定した養護を確保

することであるべきである。

 まさに、乳児院のコアの部分であり、全乳協が積極的に取り組んでいる実態であり、この現状を理解

していただきたい。 
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IX. 緊急事態における養護 

A.指針の適用 

153.本指針は、国際的及び非国際的武力紛争並びに外国の占領を含む、天災及び人災から生じた緊急事

態に適用されるべきである。緊急事態に親の養護下にない児童のため働くことを希望する個人及び

組織は、本指針に従って活動することを強く奨励される。 

Ⅱ.一般原則とその家族 

B.代替的養護

22. 専門家の有力な意見によれば、幼い児童、特に 3歳未満の児童の代替的養護は家庭を基本とした環

境で提供されるべきである。この原則に対する例外は、兄弟姉妹の分離の防止を目的とする場合や、

かかる代替的養護の実施が緊急性を有しており、又はあらかじめ定められた非常に限られた期間で

ある場合であって、引き続き家庭への復帰が予定されているか、又は結果として他の適切な長期的養

護措置が実現する場合であろう。 

Ⅶ.代替的養護の提供 

2.あらゆる形態の公式の代替的養護策に当てはまる一般的な条件 

87. 乳児及び幼児（特別なニーズを持つ者を含む）の個別の安全面、健康面、栄養面、発達面及びその

他のニーズはあらゆる養護環境において満たされるべきであり、特定の養護者への愛着心を継続し

て持ち続けられることはその中に含まれる。

乳児院は、十分ではないがそれらの事項に沿う役割を果たしていると踏まえている。とくに、現在、

乳児院の措置入所は、95％が０歳から１歳児である。また、過去 5年の乳児院への措置入所数の推移

は微減・微増の繰り返しである。その要因は、医療の高度化もあり未熟児や障害児も増え、急増の児

童虐待等を背景に、新生児・乳幼児のいのちとリスクが緊急・危機的な状況で措置入所してくるため

である。また精神疾患等で養育できない親の増加などを踏まえると、より厳しい課題のある保護者が

増えていると実感している。乳児院は、医師、看護師、保育士等専門職がこのような緊急的なリスク

対応と、養育対応、親支援を図っている。 

 乳児院が組織的に、また専門性をもって子どもと親の緊急かつ重篤な課題に対応している実態に照

らして、果たして個人レベルで緊急的な対応を負えるか、大いに問題がある。また 0～1 歳の里親委

託数が、乳児院の 3分の 1である実態がそうした背景ととらえている。 
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Ⅱ.一般原則とその家族 

B.代替的養護 

14．児童を家族の養護から離脱させることは最終手段とみなされるべきであり、可能であれば一時的な

措置であるべきであり、できる限り短期間であるべきである。 

Ⅳ.代替的養護の必要性の予防 

B. 家族への復帰の促進 

51.家庭への復帰を特に目的とした児童とその家族との定期的かつ適切な接触を、所轄団体は発展させ、

支援し、かつ監視すべきである。

乳児院の措置解除後の半数は、家庭環境の改善による親への復帰であり、指針の本旨にそう実態であ

る。さらに、入所期間も 1年未満 44.3％ 2 年未満で 77.6％である。指針の方向性にそった家庭支援

の役割を担っていると考えている。また、地域での養育支援を抜本的に改革・改善することが、家族

への復帰の主旨にそうことであり、子どもと親の育児支援の効果がより期待できるものと強く考えて

いる。 

Ⅶ.代替的養育の提供 

2.あらゆる形態の公式の代替的養護策に当てはまる一般的な条件 

81. 児童を代替的養護下に置く際には、児童の保護及び最善の利益に従って、家族との連絡のみなら

ず、友人、隣人及び以前の養護者など児童に近い存在のその他の者との連絡を奨励し促すべきであ

る。児童が家族と連絡をとれない場合には、家族の者たちの状況について情報を得られるようにする

べきである。 

乳児院における家族との交流での帰宅・面会、電話連絡の総数が多い実態も、役割を果たしている

といえる。 
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平成 29 年 5 月 26 日 

厚生労働大臣 塩崎 恭久 様 

新たな社会的養育の在り方に関する検討会座長 奥山 眞紀子 様 

社会福祉法人全国社会福祉協議会 

全国乳児福祉協議会 

会 長 平田 ルリ子  

新たな社会的養育の在り方に関する検討会への意見・提言 

平成 28 年 9 月 16 日の当検討会でのヒアリングにおいて、全国乳児福祉協議会（以

下、全乳協）は改正児童福祉法のもとでの子ども家庭福祉の増進のために、全国的な乳

児院の実態と特徴とともに、乳児院の役割・機能をさらに拡充、発展させていくための方

向性と『乳幼児総合支援センター（仮称）』等の提案をさせていただきました。 

そして、今回、新たな社会的養育の在り方に関する検討会のとりまとめに向けて、子ども

家庭福祉の強化のための乳児院の役割と専門機能について、以下のとおり全乳協として

の意見・提言をさせていただきます。また、自分の思いや考えを言語化できない子どもの

立場を尊重し、また乳児院を必要とする親・家族の心情を代弁する立場からも意見を述

べさせていただきます。 

私たちが日々、児童福祉の現場で出会い、向き合っている子どもと親・家族のニーズと

権利を充足するためには、さまざまな形態の社会的養護策の構築が必要だと考えていま

す。とくに、子どもの安全や権利に基づいて、ケースバイケースで適切な保護や養育、そし

て支援・援助が提供できる重層的な社会的養育施策は必須、急務であり、その実現をは

かるよう要望いたします。 

意見・提言の重要ポイント 

１．改正児童福祉法にそって俯瞰する乳児院の基盤的な役割と専門機能 

（基本構想） 

〇０歳から幼児期の子どもたちのアタッチメント形成（虐待等のダメージ、心身の障がい

や疾病等の回復をも包含する関係性）とファミリーソーシャルワークを主軸とする治療

的養育機関（センター）をめざして変革していく。 

〇乳幼児とのアタッチメント形成 

胎生期・周産期から始まる不適切な養育体験による脳内神経基盤のダメージ、心

身障がい、疾病・虚弱に及ぶマイナスからの出発を余儀なくされる乳幼児への基本

的欲求充足過程における個別的・質的・時間的・空間的スペシャルケア機能を高め

ていく。 

【別添３】
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〇ファミリーソーシャルワーク 

子どもにとって大切にしたいものは、親・家族である。親との関係性の喪失から回

復をめざして、さまざまな養育体験や面会の構造化、親へのカウンセリング、心理臨

床等を包括する子どもと親・家族の再建機能を果たす。 

２．新たな社会的養育体系に資する乳児院の強化すべき専門機能 

〇「家庭養育」の支援～児福法第 3 条の 2 の趣旨にそって、保護者支援（ファミリーソ

ーシャルワークや家族の再統合支援）は重要課題であり、市町村支援拠点事業と協

働して支援活動をはかっていく（０～幼児期の養育過程学習の通所措置、一時保

護等）。 

〇「家庭と同様の養育環境で継続的に養育」～有形無形の里親支援の経験値を活か

した包括的な里親支援事業の拡充と支援活動を強化していく。 

〇「家庭的養育環境」～虐待を受けるなど重い発達課題を抱える乳幼児の入所生活

施設として、生活のいとなみを基盤とする欲求充足過程の養育を、アタッチメント形

成を基本としてよりよい家庭的環境で実践し、乳幼児の治療的養育の専門施設を

めざす。 

３．子どもの発達権保障の原理条文を根拠とする乳児院の制度改革 

〇24 時間 365 日を基本とする個別的な養育を保障する職員配置基準の改善（子ども

1.3 対大人１   子ども１対大人３の必要性）とともに、緊急一時保護、アセスメント

強化、市町村拠点事業との連携、フォスタリングエージェンシーなど、幅広い総合支

援を実現するためのセンター機能を構想して、大幅な職員体制の強化整備をはか

る。 

〇アタッチメント形成とファミリーソーシャルワークを基軸とする治療的養育機能を担う専

門職の質的量的な確保・拡充をはかる。

意見・提言の説明

１．改正児童福祉法にそって俯瞰する乳児院の基盤的な役割と専門機能 

（１）基盤となる乳幼児の養育と親・家族への継続的な支援・援助 

改正児童福祉法第三条の二に示されたとおり、第一義には「児童が家庭において

心身ともに健やかに養育されるよう、児童の保護者を支援しなければならない」とあり、

その趣旨を最重要視するべきです。 

そのために、乳児院は乳幼児の生命を守るために保護し、その親・家族との分離を

避け、乳幼児を親・家族のもとへ帰すために、アセスメントを行い、個別支援計画を立

て、家庭的な養育環境で乳幼児の基本的ニーズを満たすための養育を提供し、発

育と発達を促しながら親・家族の養育能力を高めるよう支援・援助を行います。 

そして、家庭復帰後も継続的な家庭訪問、面談、相談支援の機会をはかるなど児

童福祉施設としての基盤となる役割、専門機能をはたしていきます。 
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（２）安定的、継続的なアタッチメントによる養育の実現 

０歳からの乳幼児期の子どもたちの養育過程における安定的、継続的なアタッチメ

ント形成を主軸とした少人数による個別的な養育の提供と養育の質の確保をはかる

ことが必要です。そのための、特定の養育者（職員）が個別の乳幼児を養育できる職

員配置のさらなる拡充が必要です。 

（３）専門ケアの拡充 

胎生期・周産期での虐待等不適切な体験、喪失等による心身の障がい、疾病・虚

弱など育ちと発達における重篤な課題のある乳幼児の養育過程においては、基本的

欲求充足のために個別的、質的、時間的、空間的な養育の提供と治療的ケアの提

供が必要です。また、障がいや発達障害のある乳幼児の早期療育支援は回復の可

能性を秘めています。乳児院においても療育支援策等を利用できるように、障害児

福祉計画において乳児院の位置づけや調整をはかるべきです。 

こうした方向性のもとに、今後、乳児院は子ども家庭福祉の専門機関（「乳幼児総

合支援センター」仮称）をめざして努めてまいります。 

（４）家族の関係性の回復とファミリーソーシャルワークの強化 

子どもが親・家族による養育を継続してうけられるように、乳児院における専門職員

の知識、技術、ノウハウやチーム養育の機能を活かし、親・家族への関与をはかり、そ

のための訪問支援、養育体験の提供、面会、他の親との交流、カウンセリング等のさ

まざまな支援をプロセスにおいて充実させていきます。 

さらに、ファミリーソーシャルワーク機能を発揮させ、乳幼児と親・家族の関係性の

回復をはかり、その統合化を促進していきます。 

２．新たな社会的養育体系に資する乳児院の強化すべき専門機能 

乳児院は、新たな社会的養育の体系化の構築において、多様な社会的養育策の拡

充・発展のために、里親、他の社会的養護関係施設、児童相談所・市町村などとの連

携・協働をもとにして、地域社会における子ども家庭福祉における多様なニーズと厳し

い課題解決にむけて、さらに専門機能を備えるよう努めてまいります。 

（１）「家庭での養育」の支援強化 

児福法第 3 条の 2 にそって、子育て家庭への支援を拡充させるために、市町村支

援拠点事業との協働、又は乳児院が受託することにより、妊娠・周産期からの相談支

援、育児学習、生活支援などを親・家庭に提供し、養育能力を高めていくように支援

を強化することが必要です。 

乳児院においても、地域における家庭訪問支援、通所・短期訓練入所などの関係

事業を拡充させることと、家庭支援のアウトリーチを担うファミリーソーシャルワーカーの

確保、複数配置が必須です。 

（２）家庭と同様の養育環境への継続的支援の強化 

家庭と同様の養育環境とされる里親のフォスタリングエージェンシー（包括的な里
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親支援事業）が重要です。全乳協は平成２７年５月、里親支援のための報告書「より

よい家庭養護の実現をめざして」をまとめ、子どものニーズに応じた養育の選択肢を

広げることとチーム養育の重要性を提言しました。 

乳児院は、子どもを里親へつなぐ機会が多く、子どもの育ちや職員との間に形成 

された愛着関係や育児（養育）スキルなどを詳細に里親へ伝えることの大切さを実感

し、実践してきています。養育のつなぎにおいては、子どもの状態を確認しながら送り

出す側と受け入れ側双方に対して並行した措置の期間を設けるなど丁寧な引継ぎを

する枠組みを設けることが重要です。 

また、委託後も、育児相談を含めたアフターケアや実親との連絡調整、子どものル

ーツ確認、真実告知、特別養子縁組手続きの手伝いなど、過去と現在、現在と未来

へと里親につなぐことについて実績を積んできています。特に、新生児や何らかの障

がいや疾患を抱える子どもの場合には、乳児院から里親へ伝えるべきことも大きく変

わってきます。 

現在、乳児院が関わる里親の多くが特別養子縁組を目的とした里親です。子ども

を養育することが初めてという場合も多く、里親との関係形成を進めながら養育スキル

の獲得に取り組むことが必要です。当然ながら、児童相談所や里親会、里親支援専

門相談員はもとより、子どもと深くかかわっている乳児院が、さまざまな場面でその専

門性を発揮しながら中心的な役割を果たしていくことが重要です。 

また、里親養成のための研修の拡充実施が不可欠です。乳児院での里親支援の

研修の拡充、乳幼児と里親の関係性・マッチングのための面会交流、家庭訪問支援

や短期生活訓練、里親から乳幼児の一時預かり、ショートステイなどの支援事業の拡

充をさらに図るなど、乳児院の専門機能や生活基盤を活用した里親支援を強化して

いきます。 

（３）特定妊婦の支援の強化 

若年の妊婦や精神疾患のある妊婦、内密での出産の妊婦の孤立を防ぐために、

産前産後の生活基盤の確保と出産後の育児支援の強化が必要です。とくに若い親

と乳幼児を分離させずに、また虐待などのリスクの高い親への支援と乳幼児の育児に

ついて、医療機関との連携をもとに、乳児院においてもさらに取り組んでいきます。

また、わが国においては、母子家庭の困窮問題が顕著であり、ひとり親と乳幼児の

支援を、保育所や母子生活支援施設などと連携・協働して図っていきます。 

（４）緊急対応と夜勤体制の強化 

     乳幼児の緊急的な一時保護は、もっぱら乳児院が受けとめております。その大半

が夕方から夜間にかけての受け入れであり、職員が居残り、緊急対応をすることが頻

繁です。委託後に容態が急変し救急搬送するケースもあり、一対一体制で見守りを

行っています。 

それゆえ、委託前健診など緊急一時保護の受け入れ要件や医療体制の強化、ま

た医療機関との連携強化、さらに夜間の安心と安全を確保するために乳児院の夜間

勤務体制の抜本的改善が不可欠です。  

また、乳幼児の遺棄を防ぎ、子どものアイディンティティや出自の権利を保障する

ために、児童相談所等の対応強化が必須であります。 
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３．上記に関連する要望事項 

（１）「乳児院」の名称を「乳幼児総合支援センター（仮称）」としてください。

（２）幅広い総合支援を実現するためのセンター機能の構想をしての大幅な職員体制の

強化整備のための保育士・看護師、心理職等の配置改善、並びにさらなる処遇改善

を実現してください。 

（３）暫定定員制度を見直し、市町村からのショートステイや通所事業など多様な子育て

ニーズの受け入れが安定的に可能な制度改善を実現してください。 

（４）乳児院から家庭や里親へ繋ぐときに並行措置ができるように検討してください。 

（５）一時保護委託に関しては、委託前健診の義務づけを検討してください。 

（６）法人・乳児院が主体として「小規模グループケア」等を実施する際、２４時間３６５日

を前提とし、労働基準法等が遵守できる職員体制整備としてください。そのために、平

成２４年９月の「児童養護施設等の小規模化及び家庭的養護の推進のために」の

「（１）小規模グループケア」の「乳児院の定員は、４人以上６人以下」と改訂されました

が、乳幼児へのきめ細やかな関わりとコミュニケーションを図るために、これを３人以下

にすることを提案します。 

（７）「社会的養護の課題と将来像」における「３分１構想」は、撤廃してください。 

（８）「里親」の名称を変更すること、たとえば子どもの「社会的養育者」としてください。 
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平成２９年１０月２０日  

 

子どもの家庭養育推進に関する要望書  

 

 

                 公益財団法人全国里親会  

                                  会長   河  内  美  舟  

 

 平成２８年改正児童福祉法において、家庭における養育が困難

又は適当でない場合の「家庭と同様の環境における子どもの養育」

の推進が明確にされたところであり、感謝申し上げます。  

 「新しい社会的養育ビジョン」を踏まえ、今後、より一層里親

委託を推進していく必要があることから、次の事項を要望いたし

ます。  

 

１  里親制度の体制と普及、促進について  

 ○  家庭養育推進の理念を明確にし、新しい社会的養育ビジョ

ンの骨格を示されたことを評価する。しかしながら年次計画

の遂行に無理が生じる可能性があり、関係者との調整など十

分な環境整備に努められるとともに、随時、進捗状況の評価

と対応を考慮されたい。  

 ○  子どもの人権を守るという里親制度の原点から啓発を図

り、広く国民に広報を図られたい。  

 ○  特に教育関係者の里親制度の理解を図るべく、厚生労働省

と文部科学省の連携を今後とも密に図られたい。  

 ○  希望する全ての里親子の措置延長を図られたい。また、社
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会的養護自立支援事業による支援継続を広く適用されたい。  

 ○  特別支援学校高等部卒業後の障害者総合支援法の事業を利

用する場合、措置延長に配慮されたい。  

 ○  「里親」の呼称を里親制度専有とし、犬や猫等に使用でき

ないよう図られたい。また、里親証明書を発行されたい。  

 ○  他県に里親が転居した場合、転居先で新たに登録、認定講

習が必要となることを廃止し、継続的に里親活動ができるよ

う図られたい。  

 ○  乳児委託を進めるために、乳児院と里親との併行措置を認

めること。また、里親家庭と実親家庭の併行措置的な対応に

よる里親家庭と実親家庭が協力できる仕組みを構築された

い。  

 

２  里親支援と子どもの支援について  

 ○  発達障害や PTSD の調査・研究を推進し、実効性のある子

育てを進められるよう対策を講じられたい。併せて、臨床心

理士・児童精神科医の関与する支援体制の整備を図られたい。 

 ○  実親による親権の主張によって子どもの利益が損なわれな

いよう、児童相談所等の指導の強化・徹底を図られたい。  

 ○  児童福祉司の異動が多く専門性が蓄積していかない、継続

性を確保されたい。  

 

３  里親委託費・手当等の充実について  

 ○  マッチング時の子どもとの交流等に要する経費の支給を図

られたい。  

 ○  被虐待児、広汎性発達障害児、身体障害児を委託する場合
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は、施設、専門里親と同様の委託費の特別加算を図られたい。 

 ○  障害児の受け入れに際して家屋の改造などの経費支給する

こと。  

 ○  ３才未満児の就園前通園であるプレ幼稚園費の支給を図ら

れたい。  

 ○  ２人目以降の里親手当について、家庭養育への貢献度を考

慮し増額を図られたい。  

 ○  高校生の部活経費、通学に要する費用、模擬試験代、受験

料、スマホ経費等を特別育成費の別枠あるいは実費で支給す

ること。  

 ○  就職支度金は、措置解除時に就職した場合に支給されるた

め、措置中（あるいは措置延長中）に就職した場合には支給

されないため、就職支度金の改善を図られたい。  

 ○  社会的養護自立支援事業において、諸経費を着実に支給す

ること。  

 ○  マッチングや、特に専門研修や離島等宿泊を伴わざるを得

ない研修に伴う交通費などの経費を支給すること。  

 ○  矯正治療を医療費の対象にされたい。  

 

４．里親会活動への支援  

 ○  フォスタリング機関の創設、充実も重要であるが、里親が

集まる各里親会を充実させることも重要である。里親支援機

関として認定し運営費の補助をすること。  

 ○  里親会で行っている里親の孤立化防止ための事業；里親サ

ロン等の開催費用、里親虐待防止・養育技術等の研修の開催

費用を助成すること。  
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 ○  全国里親会、国等が主催する研修会・研究会への参加費、

旅費等を里親の場合は個人負担していることから、人材（里

親）育成費として助成すること。  

 

５．その他  

 ○  里親への委託調整においては、広域に調整できる仕組みを

検討されたい。  

  ○  里親の不調ケースについての検証の仕組みと、その知見を

共有できる仕組みを検討されたい。  

  ○  養子縁組にかかる民間斡旋機関の研修に当たっては、とり

わけ真実告知の重要性を認識するよう求められたい。  

  ○  週末里親や季節里親の制度化を推進されたい。  
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